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全国労働安全衛生センター連絡会議事務局は、このほど首都圏の外国人労働者支援団体と協力 
して「外国人労働者の労災白書」をまとめた。調査に参加したのは、CALLネットワーク(ア 
ジアの働き学ぶ仲間と連帯する労働者•市民の会/東京)、カラバオの会(寿•外国人労働者と連 
帯する会/神奈川)、AP F S (Asian People’s Friendship Sciety/東京)、CAT L A(ラテン 
アメリカ系労働者を支援する会/東京)、外国_人と共に生きるちば人権ネットワーク(千葉)、在 
日アジア労働者と共に闘う会(東京)、外国人119ネットワーク(埼玉)、日本キリスト教婦人矯 
風会•女性の家H E L P、LAFLR(外国人労働者弁護団)及び東京東部、神奈川の労災職業病 
センター。全文を6頁以下に掲載するが、3月11日に発表、あわせて労働省に対して白書の提言に 
基づく申し入れを行い交渉を持つ予定だ。外国人(労働者)をめぐる人権侵害の問題がさまざま指 
摘されているが、昨年夏以降、生活保護の特例措置を「不法就労j外国人等に適用しなくなってい 
る問題を中心に厚生省と、新入管法施行に伴う在留資格をめぐる問題等を中心に法務省との、交 
渉も計画されている。それらの問題について、外国人労働者弁護団、女性の家HELPから寄稿 
していただいた。諸制度の改善と、問題の解決のために、民間関係団体の声を反映させ、行政過 
程への関与を積極的に促進していくことが、日本と世界で、わたしたちが外国人と共に生きてい 
ける社会を築いていくためのステップの一つになるだろう。 B
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新入管法後多発する在留資格関係のトラブル
•国人のための人権ホットライン」への相談から

ラフル(外国人労働者弁護団)事務局長 g貝U

ラフル(外国人労働者弁護団)は、昨年12月5 
日からの3日間、4っの市民団体(CALLネッ 
トワーク、HELP、APFS、CATLA) 
と共同で「外国人のための人権ホットライン」 
(電話相談)を実施した。この結果にっいて簡単 
に報告する。
相談総数は240件、国籍別では、バングラデ 

シュ、パキスタン、中国、フィリピンの順に多 
く、全部で18力国の人々から相談が寄せられた。 
在留資格別でみると、留学生、就学生、観光、 
研修、就労の各ビザの順であった。
相談の内容別にみると、在留資格関係が88件、 
労働関係が72件、生活•医療関係が49件であっ 
た。
在留資格関係で最も多かったのは、資格変更 

に関するものであった。これは、留学生、就学 
生ビザから就労ビザへの変更を申請したところ、 
不許可になった。あるいは不許可になりそうだ 
ったという栢談であった。

この種の相談はある程度事前に予想されてい 
たものである。というのは、昨年の新入管法施 
行前には、例えば、就学生や留学生ビザでコン 
ピュータ専門学校に学び卒業した後、日本国内 
のコンピュータ関連会社への就職を希望する外 
国人にっいて、専門学校での学業成績や就職先 
の企業が、その規模等一定の条件を満たしてい 
れば就労ビザを取得することができた。ところ 
が、新入管法はこの条件に加えてさらに、本国 
での学歴や一定のキャリアを要求するようにな 
った。そのため、新入管法施行前に日本に入国 
し専門学校に入り、施行後に企業に就職するこ 
とになった者が、新しく設けられた条件を満た 

さないという理由で就労ビザを取得し得なくな 
る、という問題が施行直後から指摘されていた 
からである。

これらの外国人は、入国時、学校や入管当局 
から受けた説明から、学校卒業後は日本の企業 
に就職できると期待を持っていた者であるから、 
この期待が裏切られたという思いは当然に強い

相談者国籍 相談内容
バングラディシュ56 ①在留資格関係88
パキスタン 34 資格変更
中国 28 期間更新
アメリカ 17 帰国相談その他
フィリピン 17 ②労働関係 72
韓国 16 賃金不払
ブラジル 10 労働災害
ィンド 5 契約違反
ネパール 5 ピンハネ
マレーシア 4 転職妨害•解雇
イラン 3 ③生活関係 41
オーストラリア 3 結婚■離婚
タィ 2 年金■税金
ペルー 2 学校
スリランカ 2 交通事故
台湾 1 ④医療関係 8
ドィツ 1 医療費•健保
ィギリス 1 病院紹介日本 20 ⑤その他
不明 13 傷害事件の被害者 求人

ボランティア申出
相i炎総数240
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ものが#る。新入管法旗行に伴って発生した重 
要な問題の一つである。"
在留期間の更新に関しては次のような相談が 

あった。入管当局の外国人に対す5考え方を明 
瞭に示す例なので紹介する。

1989年9角から美容専門学校の基礎課程で学 
んでいfe中国人女性(留学ビザ)が、昨年8月に 
同校の専門課程への進学試験に合格し、9月初旬 
に右課程の授業料を納め終わった後、学校から 
合格の取消の通知を受けた。彼女らが学校側に、 
合格取消の理由を質すと、9月初旬に入管から学 
校に、生徒の定員を従来の半分に削減するよう 
にとの指導があったので、いったん合格を認め 
たがこれを取り消した、と学校は説明した。こ 
の結果、彼女たちは、学籍を失うことになり、

入管当局は、これを理由に在留期間更新を認め 
なかった、という事件である。
入管当局のこの措置は、だれが見ても理不尽 

であろうく 仮にH本人が大学に合格しfe後(こ、 
大学が定員を変更しとの理由で合格を取り消 
されfeとしら、大変な問題となるであろう。 
入管当局の外国人に対する人権感覚のマヒ度を 
示す事例である。
労働関係、生活、医療関係の相談も多くあっ 

たが、別の機会に紹介したい。
ラフルでは、今回実施しfe人権ホットライン 

の結果と現在まで寄せられfe相談の内容を踏ま 
えて、労働省、法務省等に対し、制度改善を含 
む申し入れをしていく考えである。

圃

厚生省が生活保護の特例措置を見直し
在日外国人の医療をめぐる問題

女性の家.HELPディレクター- 松田瑞穂
HEL Pがある新宿の商店街で 

は、英語、ハングルあるいは中国 
語などの各国語による売り込みの 
放送が連日行われている。大阪の 
ミナミでは、ハングル語でパスポ 
ートを担保にすれば、月6分の利息 
で100万円までお金を貸すという 
広告が張り出されている。まfe神 
奈川県では、,様々の言葉で県内に 
生活している外国人に具体的な情 
報を提供する「ことばのちず」と 
いう試みが行われている。

これら三つの事例に共通の背景 
は、さまざまな国の人々が日本の 
社会に定着し生活の根拠が生まれ

HELP •松田瑞穂さん、LAFLR ■鬼束忠則さん、 
CALLネットワーク-浜田昭雄さん(左から)

てきているという点である。一般の市民や商売 
の上では、外国人と共存することは既成のこと 

として、情報を提供したり、広告を出して儲け 
る手段など色々の試みが行われている。しかし、
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日本の法律や制度は相変わらず、外国人を「同 
化Jか「排外」の対象としか考えていない。20万 
人と言われる超過滞在就労者を別にしても、外 
国人就労者、企業内及び外研修生、留学生、就 
学生、日系労働者、配偶者など、日本で生活す 
る外国人の数は増加する一方である。しかし、 
外国人、内国人にかかわらず、日本にいる人々 
に基本的な人権を保証するという発想は政策に . 
表れてこない。反対に、管理の強化、排除取締 
りがきびしくなる一方である。
その一っに、厚生省が昨年の夏、指示した生 
活保護の特例措置の見直しが挙げられる。病気 
や事故にあった時、治療を受けられるという尤 
も基本的な人間の権利が、所持金やビザの有無、 
あるいは国籍によって差別される事例が現実に 
あり、それを多少補填していた医療保護も適用 
できなくなると、診療拒否や患者のタライまわ 
しが起こるようになる。
今でも、個人や民間の団体あるいは病院など 

で、支払えない医療費を肩代りした例はたくさ 
んある。生活保護による特例措置のケースは、 
実際には非常に限られて、数も多くない。ただ 
し他に方法のないギリギリの措置として適用さ 
れる可能性は、肩代りしてきた側にとって助け 
になっていた。
HELPでは、過去に生活保護法による特例 
措置で3人のフィリピン女性が入院した。2人は 
精神障害の治療で、1〜2力月の入院の後帰国し、 
その後社会復帰した他の一人は、粟粒性結核 
で入院後、数日で死亡したケースである。1990 
年末までに来所した外国人女性総数711人に比 
べると多いとは言えない。しかし、入院に至ら 
ないけれど治療を必要とする外国人女性は増加 
の傾向にある。これは健康保険に加入していな 
い外国人の増加と無関係ではないと思われる。
超過滞在就労者は、社会保険や国民健康保険 

の対象とは見なされていない。行政上は「存在 
しない」人々である。したがって大部分の超過 
滞在就労者は、身体の具合が悪くても高額な医 
療費を恐れて、手遅れになるまで売薬に頼る以

外に方法がない。
このような人権侵害をなくすためには、「人 

間であれば誰でも、病気や事故の場合、医療保 
護が受けられる」という制度の確立が求められ 
る。「国民でないからパ外国人というのは平和 
条約締結により永住及び定住した人々であるj 

「その人の属する国の領事館で行うべきj『資格 
外就労だから」と既成の枠組みの中で解釈や運 
用を状況によって変えるのではなく、人道的な、 
見地から医療保護の問題に取り組むべきである。
日本の制度はまだ、外国人と一緒に生活する 

社会を想定していない。「この国にいるすべて 
の困窮している人に対する行政措置としての医 
療保護をどうするべきか」という発想が必要と 
思われる。この原則に立てば、超過滞在就労者 
も含めた保護制度の確立、社会保険の見直しあ 
るいはまったく新しい緊急医療保護制度の確立 
など、さまざまの可能性が考えられてくる。
問題は、行政や日本社会に、内外人平等の意 

識が徹底するかどうかである。アメリカのフォ 
ークソングにある ”This land is your land,. 
This land is my land”が内国人にあたりまえ. 
と意識されるようになれば、少しは日本社会が 
変わIったと言われるようになるのではないだろ 
うか〇 .
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外国人労働者の労災白書

はじめに
昨年12月10日、栃木県足利市の古紙問屋で、 

12歳のイラン人少年ユセフ•ベグロ君が、作業 
用コンベヤのベルト車の隙間に上半身を挟まれ 
て死んだ事件は大きな反響を呼んだ。伝えられ 
るところでは、「作業はユセフ君まかせで、監 
督する人間はいなかった」という。ある意味で 
は予測できた事件だったと言える。外国人労働 
者の人権侵害に対する救援活動を行っている諸 
団体が、昨年になって外国人労働者の労災事件 
が増えていることについて注意を促している中 
で起こったものだからである。

ユセフ君の父親は、90年3月に一人で来日、足 
利市内の自動車部品工場で働きはじめ、6月には 
母親とユセフ君と8歳の弟も来日。観光ビザで 
の入国で、残留許可期限はとっくに切れていた。 
現在のわが国の「出入国管理及び難民認定法」 
(入管法)のもとでは、①観光ビザなどで入国し 
て働くなど在留資格で認められていない資格外 
活動に当たる場合、②認められfe滞在期間を過 
ぎても残留して働くオーバーステイの場合、③ 
入管法上の手続によらず不法に入国して働く場 
合、④事前に許可を得ずに報酬を伴う活動に従 
事する場合、「不法就労」ということにされて 
いる。入管法上「不法就労」とされているだけ 
で、現時点でも労働関係法は当然適用されるこ 
とは後に述べるとおりであり、ここでは「不法 
就労」ではなく「資格外就労」労働者と呼ぶ。 
「資格外就労」外国人労働者は現に全国に20万 
人いるとも言われながら、労働災害発生や補償 
の状況についてはほとんど明らかにされてこな

かった。
労働省は、1987年4月1日以降に発生した労災 

事故にっいて、労災保険給付の請求があった事 
案のうち、「被災労働者が不法就労外国人であ 
ると思われるものjについて、労働基準監督署 
から本省に連絡するように求め、その数字をま 
とめているが、87年度40件、88年度71件、89年 
度89件、合計200件となっている(33頁資料参照) 
。ところがこの労働省調査結果では、群馬県は、 
88年度11件、89年度14件となっているのに、同 
県内の一署に過ぎない太田労働基準監督署長が、 
ある雑誌で「このような不法就労外国人の増加 
に伴い、労災事故に被災するケースが、昭和63 
年を境にして急に増加してまいりました。当署 
で把握したものだけで、昭和63(88)年12件、平 
成元年(89)年14件で、このほとんどが後遺障害 
を伴う事故であります。」と書いている。労働 
省調査の数字は、現実に発生している労働災害 
の一部に過ぎない「労災保険給付の請求があっ 
た事案」の、そのまた一部しか示していないと 
いうこ_とである。
私たちは、昨年秋以来、首都圏の関係諸団体 

が相談を受けた外国人労働者の労災事件の事例 
を集め、その分析を進めてきた。調査に参加し 
たのは下記の団体である。
-CALLネットワーク(アジアの働き学ぶ仲 
間と連帯する労働者•市民の会)

•カラバオの会(寿•外国人労働者と連帯する 
会、神奈川)

• AP F S (Asian People's Friendship Soci
ety)

• CATLA (ラテンアメリカ系労者を支援
する会)
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-外国人と共に生きるちば人権ネットワーク

(仮称)
・在日アジア労働者と共に闘う会
-外国人119ネットワーク(埼玉)

-日本キリスト教婦人矯風会・女性の家HEL

P

.L A F L R (Lawyers for Foreign Laborers

Rights外国人労働者弁護団)

-東京東部労災職業病センター

-社団法人神奈川労災職業病センター

・全国労働安全衛生センタ一連絡会議事務局

アンケート調査票により、各団体が、主に 19

90年に相談を受けた外国人労働者の労災事件に

ついて調査したところ、 f外国人労働者労働災

害事例一覧J (1 6頁｝に掲げた42件の事例がまと

められた。

I調査結果の概要

42件の事例のうち、当該外国人労働者の在留

資格についてみると、留学生l件(事例13) と就

学生2件(事例22、23 、いずれも中国人)及び中南

米からの日系2、3世の4件(ブラジルの事例目、 3
6、ベルーの事例33 、34)の7件以外は、全て資格一

外二「不法就労」の事例である

性別では、男性が41名、女性l名。女性は事例

19(韓国籍)のみで、埼玉県のプレス工場でプレ

ス機で左人指し指末節骨を切断したもの。年齢

が判明しているのは28件で、最低20歳から最高

48歳である。

国籍別に見ると、パングラデイシュ 12名、パ

キスタン8名、スリランカ4名、フィリピン3名、

ガーナ3名、中国3名(いずれも留学生か就学生)、

ブラジル2名、ベル-2名、韓国2名(うち女性l
名)、イラン1名、インド1名、アフガニスタン1

名。

災害発生場所(就労場所)では、埼玉県 13件、

東京都7件、神奈川県7件、茨城県5件、群馬県5

件、千葉県2件、栃木県2件、静岡県l件。

職種では、製造業29件(うちプレス工22件、

板金工2件、鉄骨組立l件、鉄工所1件、プラス
チック加工1件、その他2件)、建設業8件、電気
工事業2件、鋳物業1件、食品加工業1件、製本

業l件、飲食業l件、風俗業l件。

補償の内容を見ると、労災保険の適用を受け

たものカS19件(事例l、2、3、5、9、12、15、問、 18 、19 、

2,1 22 、26 、27 、28 、29 、31 、34 、35 0 先の労働省調査

の数字に入る可能性があるのがこの部分だが、

監督署の判断で本省に報告するため全て報告さ

れているかどうかはわからない)。労災保険の

適用を受けずに、事業主の負担で‘補償を行った

もの12件(事例4、6、7、8、10 、14 、17 、24 、25 、30 、33 、

37) 。現在交渉中のものと補償の内容が不明な

ものを合わせて 11件(事例11 、13 、20 、23 、32 、36 、3

8、39 、40 、41 、42) 。労災保険による保険給付に加

えて事業主に損害賠償を求める事例はもちろん

あるものの、実現させている例は調査事例の中

でも多いとは言えない。

E労働災害発生の原因

調査事例のほとんどが骨折・切断等の事故で

ある。プレス機械による事故が最も多く(22件)、

裁断機(事例2、製本業)、ローラーマシン(事例

3、製造業)、板金加工中(事例4、8、板金工) 、

セメントマシン(事例5、製造業)、モーター(事

例23 、建設業)、ボール盤(事例26 、鉄骨組立) 、

手押車(事例27 、食品加工)、自動カッター(事

例29 、飲食業)、プラスチックバンドの切断作

業中(事例38 、プラスチック加工)、大型ドリル

(事例39 、鉄工所)等に挟まれたり、巻き込まれ

た事故が多い。他には、落下物による足の負傷

(事例11 、14 、18) 、目の負傷(事例 10 、31一建設業、

17一鋳物業)、被災者本人の落下事故(事例41 、4

2) 、交通事故(事例 15 、22) 、感電事故(事例 13)

がある。

外国人労働者の労災事件を調べてみると、そ

こには必ず労働安全衛生法や労働基準法の違反

安全センター情報'91年3月号… 7



があるといって過言ではない。災害発生の主な

原因は、プレス機械の安全装置を取り外して作

業させるなどの法違反・安全対策の不備と安全

教育の欠如である。言葉が通じないことは安全

教育をサボる理由にならず、そうであればこそ

十分な安全教育や指示・説明が求められる。同

じ作業で外国人労働者の方が労災事故が多発し

ているとしたら、その理由は、安全装置を外し

ていることを日本人労働者は知っていて注意し

ていたが、外国人労働者は知らされないまま作

業して事故にあったという類の話で、ある。 r(資

格外就労等の)外国人労働者が増えるから、労

災が増えるJのではないのである。

法違反・安全対策の不備や安全教育の欠如は、

日本人労働者の労災事件にも共通している面も

あるが、 「外国人労働者だから(資格外就労者

ならなおさら)、安全の手抜きをしてもよい、

労働条件に差別をしてもよいJという差別意識

があることを見逃すわけにはいかない。東南ア

ジアをはじめ第三世界諸国に進出した日本企業

が、進出国では、日本で、実施している安全装置

をつけない、対策や基準も(低レベルの)異な

ったものを適用するといった実態が、 「ダブル

・スタンダード(二重基準 )J問題として指摘さ

れている。日本国内の外国人労働者に対しては、

言わば「ダブル・スタンダードの再輸入Jとで

e もいうべき実態がある。このような実態を是正

しない限り、労働災害はなくせないばかりでな

く、日本社会の f国際化J云々は言えないであ

ろう。

発生してしまった労働災害に対する補償の問

題だけがクローズアップされがちであるが、労

働災害を発生させないことがより重要であるの

は言うまでもない。日本の労働安全衛生対策の

あり方が問われていると言ってもよい。現行法

で規制できる安全衛生対策や労働条件の問題に

対する指導等を徹底するこどはもちろん、賃金

格差、居住条件等、現行法で対処しにくい問題

についての対策が望まれる。

①事業主への指導と同時に、労働省は、外国

人労働者向けの各国語による労働基準法、労

働安全衛生法等の関係法令や行政通達(解釈

例規)の内容についてのインフオメーション

を用意すべきである。

②労働災害防止のために、外国人労働者に対

する労働基準法、労働安全衛生法等による労

働条件の整備、安全衛生対策の実効の確保を

図るべきである。それには、次のようなこと

が含まれる。

法令の周知義務(労働基準法第106条、労働

安全衛生法第111条等)、労働条件の明示義務

(労働基準法第 15条)及び安全衛生関係の表示

・教育等は、外国人労働者が理解することの

できる言語で行われなければ無効と解すべき

である。

@ 調査事例の中でも、事業主やブローカーが

パスポートを取り上げて労働させるという悪

質な事例が報告されている。労働行政の面か

らも、労働基準法第5条(強制労働の禁止)違

反として罰則(l年以上10年以下の懲役文は5

万円以上100万円以下の罰金)を適用し、この

ような安全対策以前の事態をなくしていくた

めの積極的な施策を行うべきである。

④ 今回の調査の対象とはしていないが、外国

人労働者の労働相談で、労災問題と並んで多

いのが賃金不払いの問題である。賃金不払い

等に係る法違反の遡及是正(労働基準監督署

が、法違反の監督に当たって、事業主に、過

去に遡って不払い賃金を労働者に支払うよう

指導すること)について、労働省はかつて「部

内限Jとされた昭和57年2月16日付基発第110

号通達を発していた。これは、割増賃金につ

いては不払額全額で‘はなく 3カ月分までしか

遡及是正の勧告を行わない、国籍等による差

別待遇を禁止した労働基準法第 3条違反の場

合には遡及是正の勧告自体を行わない、など

としていた。この通達の存在が明らかにされ、

大きな批判を受けた後、労働省はこの通達を

廃止し、 「具体的に確認した範囲内の期間j

について時効にかかる 2年間を限度に、全額
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遡及是正の勧告を行うこととした(これも f内

限j とされた昭和田年3月16日付基発第 159号

通達による)。これを徹底するだけでなく、

f賃金、労働時間その他の労働条件について J

の国籍を理由とした r差別的取扱 j について

は、労働基準法第3条違反(罰則は6カ月以下

の懲役文は 10万円以下の罰金)として、積極

的に是正と未然防止に取り組むべきである。

⑤居住条件の改善のために、建設業附属寄宿

舎規程は廃止して事業附属寄宿舎規程に一本

化し、その徹底を図る等の措置をとることな

ども積極的に検討すべきである。

園被災外国人労働者の

一般的経過

労働災害が起きてしまった場合に何よりも詮

目したいのは、不幸にして異国(日本)で労働災

害に遭った外国人労働者が安心して療養を受け

ているかという問題である。結論からいうと、

全く療養を受けられないまま放置されるか、必

要な期間受けられずに療養を中断せざるを得な

い例が多いということである。資格外就労等の

外国人労働者が労働災害にあった場合にたどる

一般的な経過は、次のようにまとめることがで

きる。

手術や入院等が必要と思われるような大きな

事故でない限り、事業主はまず医療機関に連れ

ていこうとはしない。本人も、どこにどのよう

な方法でかかればよいかわからない、費用がど

のくらいかかるかとか医療機関から出入国管理

事務所に連絡されて強制退去を受けることにな

らないか不安で、ある等の理由から医療機関にか

からず、放っておいてしまう。その結果運が悪

ければ、症状を悪化させてしまうというような

ケース。

明らかに緊急の治療が必要と思われるような

事件で、事業主が医療機関に連れていった場合、

医療機関が医療費を誰が負担するのか、支払の

保障を求めるため、その場は事業主が費用を負

担するが、あとの面倒は見ないため、最初の治

療(入院)だけで治療を中断することになる。あ

るいは、事業主が治療費を負担し続けることと

したものの、治療が長引くにつれて負担に耐え

切れず打ち切ることによって、必要な治療を中

断させられる。治療費を賃金から天引きされた

り、事業主が負担するのは治療費だけで休業中

の賃金を補償しないため、結果として生活でき

ずに療養を断念するケースもある。

事例のほとんどが、上記のようなトラブルを

抱えて相談に訪れている。関係団体の支援がな

ければ、トラブルを抱えたまま閣に詑んでしま

っているのだろう。労災保険の適用も受けない

から、労働省の不十分な統計に現れる可能性す

らない。今回まとめられた事例は、民間支援団

体のサポートが受けられたものであるから、一

般的な実態以ここに現れている以上に厳しいも

のと考えてよい。

労働基準法等他の労働関係法令と同様、労災

保険法は、 「日本国内における労働であれば、

日本人であると否とを間わず、また、不法就労

であると否とを問わず適用されるものである J

(昭和田年1月初日付基発第50号労働省労働基準

局長通達、 29頁)。労災保険法が適用されれば、

必要な期間、治療費だけなく休業補償も、労災

保険から支給され、被災労働者や医療機関がそ

の分の費用の負担を心配する必要もなく、事業

主にとっても毎年支払っている労災保険料以外

の費用の負担をする必要もない。それによって

少なくとも必要かつ十分な療養を妨げる経済上

の要因の一部は除かれるはずである。

にもかかわ";ず、調査事例のうち、民間支援

団体が交渉する以前に事業主が労災保険の手続

をしていた事例は2件(事例21 、35)のみである。

民間支援団体が聞に入って労災保険を適用され

たものカ～19件あるとはいえ、労災保険の適用を

受けずに、事業主の負担で、補償を行ったものも

12件にのぼっている。したがって必要かっ十分

な療養を妨げている要因の第一に、なぜ労災保
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険の適用が妨げられているのかをみる必要があ

る。

N労災保険の適用を妨

げる通報義務

労災保険法等の労働関係法令が資格外就労の

外国人労働者に対しでも適用されることを明言

している先の労働省労働基準局長通達(昭和63

年1月26日付基発第50号)は、同時に、 「入管法

違反に当たると思われる事案を承知した場合に

は、出入国管理行政機関にその旨情報提供する

ことJ を指示している(その根拠として入管法6

2条2項の公務員の通報義務がある)。労働基準

監督機関に通報義務が課せられていることが、

労災保険法の適用を妨げる最大の理由となって

いるのである。

①被災者本人が、適用を受けることを知らさ

れていないばかりでなく、労災保険の適用を

受けることにより、労働基準監督署等を通じ

て資格外就労であることが入管当局に知られ、

強制退去させられることになるのをおそれる。

とくに、労災事故がそれほど大きなものでな

く、治療後も引き続き日本で、働きたいと希望

する場合はなおさらである。被災者本人にと

ってだけで、なく、その事業場で一緒に働いて

いる他の外国人労働者が、自分たちにも同様

の危険が生じることをおそれる。その結果、

被災者が同債外国人労働者のために遠慮した

り、断念させられるケースもある。

② 事業主が、入管法違反のトラブルに巻き込

まれることをおそれる。 90年6月から施行さ

れた改正入管法により、不法就労外国人を雇

った事業主に対しても3年以下の懲役または2
00万円以下の罰金がかけられるとした罰則規

定が導入されたことは、こうした傾向を助長

させている。入管法上資格外就労とされてい

ることが、これら外国人労働者の就労に当た

って悪質ブローカーや斡旋業者を暗躍させる

温床となっている。そのような雇用構造が、

労働者の権利侵害を助長させる一方、入管法

違反のトラブルに対してのみ敏感にさせてい

るという事情もある。逆に、資格外就労外国

人を雇うのをやめさせられたら、労働者を確

保できずに事業が成り立たないというケース

もある。

一方で、調査事例を見てもわかるように、

事業主が、労災保険を適用されることを知ら

ないケースは多い。また、労働基準監督署の

立入り調査で他の法違反等がパレることをお

それたり、労災事故が多発すると、監督署の

指導が厳しくなり労災保険料のメリット制の

適用が受けられなくなることから、外国人労

働者の場合に限らず、労災保険の適用を嫌悪

するという事情もある。調査事例の中でも、

事業主が労災保険未加入(保険料を支払って

いなかった)の事例(事例 22))や派遣元と派遣

先の事業主が責任を押し付けあう(事例3、33 、

34)といった事例もあった。

③ 医療機関も、労災保険が適用されることを

周知していない。また、治療費の支払に不安

を感じたり、何かトラブルにまきこまれたく

ないだとか、言葉が通じないこと等から診療

をいやがったり、療養を早期に打ち切ったり

する傾向が見られる。

④ それだけでなく、関係行政機関もまた、無

知から、あるいは r意図的Jに、労災保険の

適用を妨げている。警察が事業主に「資格外

就労外国人には労災保険は適用されない J と

言ったために事業主が治療費を支払っていた

ケースもある。

一方で、労災保険法等労働関係法令による権

利の適用をうたいながら、他方で、それらの権

利の行使を阻害する通報義務が矛盾したまま並

立した状態である。このため、人権擁護局が東

京法務局に外国人のための人権相談室を設けた

擦には入管当局への通報は行わないと約束し、

労働省も主要地方労働基準局に外国人労働者相

談コーナーを設置した際に同様の立場を明らか
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にしている。 r部内限」扱いとされた平成元年

10月31日付基監発第41号労働省労働基準局監督

課長通達は (30頁)、 r(法違反の)申告等に対応

する過程において、申告等に係る外国人労働者

が不法就労者であることが判明することがあり

得るが、労働基準監督機関としては、まず、法

違反の是正を図ることにより本人の労働基準関

係法令上の権利の救済に努めることとし、原則

として入管当局に対し通報は行わないこととし

ている J とした。しかし、前述のI情報提供jを

指示した局長通達が生きたままで、こちらは、

「部内限J扱いで全く公表されていないこと、

「格Iの低い課長通達であること、課長通達自体

が「本省では、報道機関への対応について(そ

のように)対応することとしたので、(各地方局

でも)報道機関等からの問い合わせに対してこ

れを踏まえて対応されたい J という、趣旨のあ

いまいなものであることから、並立状態が解消

したとは言い難い。

とはいえ、労働基準監督署に労災保険の手続

をすれば、監督署から入管当局に通報され強制

退去が待ちかまえているという事態のもとでは、

被災の程度が今後働けないほどであるとか入院

を余儀なくされた場合で、もないと、被災者本人

が労災保険の適用を希望しなかった。調査事例

42件中労災保険の適用を受けたもの 19件という

数字は、労働省の姿勢の変化を踏まえて、民間

支援団体が監督署に対して入管当局への通報を

行わないことを約束させたうえで、労災保険を

適用させる道を拡大したことの反映であり、過

去に比べると増加したというのが実態なのであ

る。

現在でも、労働基準監督機関が進んで「救済

第一、通報せずJの態度を取っているとは言い

難い。調査の中でも、労災保険が適用され入院

退院後、入管当局の担当者が被災者のもとを

訪れ、パスポートを取りあげておいて、早期治

療打ち切り、国外退去を執劫に迫るという事例

も報告されている。

「救済第一、通報せず J の原則を明確にする

ことだけによっても、必要な療養すら受けられ

ない現在の事態をかなり改善できる。労働基準

監督機関だけでなく、職業安定機関や生活保護

を担当する社会保険事務所に対しても同様であ

り、合わせて事業主への罰則規定の見直し(廃

止)をすべきである。

V労災補償を確実にす

るための問題点

①外国人労働者、事業主、医療機関、関係機

関等に対して、労災保険法をはじめとした労

働関係法令が「不法就労Jの場合も含めて外

国人労働者に適用されることが驚くほど知ら

されていない。政府は、よりはっきりと周知

するよう実効ある措置を取るべきである。外

国人労働者が母国語で理解できるように、各

国語に訳した関係法令・行政通達(解釈例基)

集や各制度についてのインフオメーションを

用意すべきである L
② 労災保険給付の請求に当たって、被災者が

母国語で手続がとれないことも問題になって

いる。母国語で手続が行えるように、書式等

を整備し、また、押印に代えてサインでも受

けつける等、運用上の改善を図るべきである。

③ 労災保険給付の支給決定に係る調査の改善

を図るべきことがらは多い。業務が原因であ

ること等の立証などについての全ての負担を

請求人側に押し付ける制度上の問題と同時に、

労働基準監督署等が支援団体等の関与を嫌悪

し、かえって調査の進展を遅らせるような事

態があるのである。

外国語の翻訳が必要な場合は、労働基準監

督署等の責任で行うこととし、通訳について

も、少なくとも各都道府県労働基準局に必要

なスタップを配置して行う。翻訳や通訳を請

求人側で行う場合にはその費用を支給するこ

ととする。事業主側の主張や提出資料につい

て、とくに請求人側の主張と食い違うような
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内容のものについては、請求人によく理解で

きる方法で十分説明すべきである。

調査に当たっては、支援団体等請求人が認

める者の関与や代理行為を認めるだけでなく、

積極的にその協力を求めるべきである。これ

には、請求人の聴取や現場調査への立会い、

必要な事業主提出資料等の閲覧・謄写等が含

まれる。

④ 労災保険給付の迅速な支給が求められる。

事例2でも、被災者 (35歳のパキスタン人、製

本作業中裁断機で右手指骨折)は、全ての補

償を受け取れないまま帰国し、後日、休業補

償給付をパキスタンの銀行の被災者の口座に

送金させる結果となっており、請求人の事情

を最大限考慮すべきで、ある。

⑤ 労働省は、冒頭でふれたような全く不十分

なデータを得るために、各労働基準監督署に

対して、被災労働者の「入国年月日 1r旅券の

記号・番号1r在留資格1r入国の経緯その他特

記事項j等の把握を指示しているようである

が、かえって人権侵害に荷担し、助長するこ

とを懸念する。権利救済に直接関係のない事

項についての強権的な調査をしてはならない。

@ パスポートを取り上げ、早期治療打ち切り

一国外退去を迫られるような事態が生ずるの

は言語同断である。少なくとも、傷病が治ゆ

=症状固定するまで‘日本で、安心して必要な療

養を受けられるように、またその後、後遺障

害に対する障害(補償)給付が支給されるまで

の間(死亡災害にあっては、遺族が遺族(補

償)給付の支給を受けるまでの問、ともに、

年金給付の場合には支給決定を受けるまでの

間)身分が保証されなければならない。

⑦ 政府は「研修生」の導入を推奨しているが、

「研修生は『労働』はできないので労災保険

は適用されない J r民間の保険への加入等研

修中に死亡事故、負傷、病気等が発生した場

合に対処できるよう補償措置を講じておくこ

とが義務づけられているj としている。 r実
態とタテマエが本離している J と指摘される

ところであり、今回の調査で、は現れなかった

ものの、現実に「労働jを行っている「研修

生Jが労災に遭い、事業主が民間の保険等に

加入していなかった場合にはどうなるのか。

「不法就労J外国人以上に水面下に追いやら

れ、必要かっ十分な療養を療養を妨げられる

ことになるのではないかと懸念される。現実

問題としては、政府の公式見解にもかかわら

ず、実例が生じれば、 「研修生J と称されて

いても事業主との間に使用従属関係が認めら

れ、労災保険の適用をせざるをえなくなるこ

とが予想されるのであり、混乱や権利侵害を

避けるために、少なくとも、 f研修生j と称

されているか否かにかかわらず、 f労働 Jの

実態が認められれば労災保険法等の労働関係

法令が適用されることを明確にしておく必要

がある。

この場合、 f研修lではなく f労働jで・あった

からと言って、被災者を含めたf研修生jを国

外に退去させるのではなく、事業主に本来の

I研修jの条件を整備させるなど、 f研修生jの

身分を保障すべきである。

③事業主の労災に対する補償=責任は、労災

保険が適用されることによって全てが解消さ

れるものではない。調査事例では、上述のよ

うな理由で労災保険の適用を受けない場合も

含め、支援団体がサポートして事業主との補

償交渉が取り組まれている。しかし、労災保

険の適用を妨げているのと同様な理由で、裁

判等で争うことができないため、不十分な補

償しか受けていない場合も多い。先に、損害

賠償等を求めるような場合、交渉や裁判を可

能とするための措置が必要となる。今後、被

災者本人が死亡し、遺族が本国にいるような

場合、両国の支援組織や弁護士等の連携も必

要になってくると思われる。

VI帰国後補償の場合等

の問題点
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母国(海外)で治療を継続しながら日本の労災

保険から療養補償・休業補償給付の送金を受け

ている事例はわれわれの知る限り 1件。 88年 1月

に都下のマンション建築現場で墜落し、第1腰椎
複雑骨折、脊髄損傷等の重傷を負ったフィリピ

ン人労働者の事例がある(当時45歳、立川労働

基準監督署)。今後、同様の事例や障害年金や

遺族年金など海外からの請求、海外送金も増大

すると考えられる。

帰国後補償等海外からの労災保険給付請求手

続に関しては、昭和52年8月24日付基発第481号

「海外派遣者の特別加入に係る保険給付の請求

等の手続J (これは日本から海外に派遣された

労働者が海外で被災した場合の手続を定めたも

の)を準用していると思われるが、 Vで述べた

ことと同様の問題があり、前述の措置に加えて

次のような措置がとられなければならない。

① 各国語での関係法令・行政通達(解釈例規)

集や各制度のインフオメーションについては、

とくに、外国において被災者の診療を担当す

る医師等に向けたくわしいものが必要である。

② 昭和52年8月24日付け基発第481号通達では、

医師の証明書や領収書等を請求人側の責任で

日本語に翻訳したうえで、さらに、それらを

添付して日本語の様式による所定の手続をと

らなければならないこととされている。事実

上被災者のみでは不可能な仕組みにされてお

り、外国語でも手続が行えるように書式等を

整備すべきである。

前述の帰国後補償の事例では、マニラの医

師に記入してもらう療養補償給付と休業補償

給付の証明書の英文の書式について、掃国前

に調整するよう支援団体が監督署に働きかけ

たが実現で、きなかった。現在も支援団体が独

自に作成したものを使用しており、療養1年6

カ月以後毎年初めに監督署から要求される報

告書なども支援団体が翻訳してマニラに送っ

ている。日本語の様式についても、帰国前に

被災者が押印していった用紙を使用している

状態であり、早急に善処が求められている。

また、翻訳が必要な資料等については、 V

で述べたように監督署等の責任で翻訳するこ

ととし、請求人側で翻訳する場合は、その費

用を支給すべきである。支給決定等の通知に

ついても、請求人が理解できる言語で行う必

要がある(現状は日本語で、行っている)。

@ 前出の基発第481号通達では、請求書等の提

出や保険給付に関する処分め通知等を、全て

事業主を通じて行うこととされ、事業主の協

力なしには請求手続もできず、決定の通知も

受けられないかのように読める。事実、前述

の帰国後補償の事例でも、労働基準監督署は

元請事業主を通じて手続を行うことをわざわ

ざ確認している。国内での請求手続同様、事

業主の証明が受けられない場合等で‘も手続が

可能であること。また、このような場合こそ、

支援団体の役割を積極的に評価し、請求人が

指定する者を通じた手続等を認めることを、

明らかにすべきである。

④ 具体的事例では、マニラの主治医の書いた

診断書等を民間支援団体が翻訳し、元請建設

会社の手で監督署に提出されている。ところ

が、監督署段階で2"'3週間、東京労働基準局

段階でも 2"'3週間、さらに三和銀行の日本銀

行代理屈係を通じてフィリピンの銀行に送金

と、被災者が書類を発送してから保険給付を

受け取るまでに2カ月以上、場合によっては3

カ月かかる場合もあるという実情になってい

る。家族を抱え車椅子の生活を余儀なくされ

ている被災者にとって安心して療養に専念す

ることを脅かすこともしばしばである。

療養補償の内容のチェックについては所定

の手続(都道府県労働基準局に設けられてい

る医療審査委員会等の医学的審査?)が必要

であるとしても、その内容の公開と審査の迅

速化を図り、療養と休業の必要性が明らかな

事案については、療養補償の内容のチェック

を待たずに、休業補償給付は速やかに支給す

べきである。事例でもそのようにしているこ

とになっているとは言え、休業補償の支払手
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続に監督署・労基局段階で1カ月以上もかか

る事態は早急に改善されるべきである。

⑤ 帰国後補償等海外からの手続については、

とくに遺族(補償)給付、傷病(補償)給付等の

支給決定に係る調査について、請求人が来日

しなくても可能となるような措置を講ずべき

である。どうしても来日して検査等を受ける

必要がある場合には、その費用を支給しなけ

ればならない。

であろう。放っておけば、労働災害事件をめぐ

る諸問題はじめとした人権侵害も増大するばか

りである。

現に起きている人権侵害の実態から出発しな

い限り、問題の根本的解決はあり得ない以上、

人権侵害を防止するための実効ある様々な措置

と合わせて、一日も早く現に存在する資格外就

労外国人のf不法状態jの解消されることが望ま

れるのである。

VH r不法就労」状態の

解消
四民間支援団体・外国

入団体の役割

以上述べてきた諸問題の根本で通じているこ

と、または、人権侵害を助長させている要因を

っきつめると、資格外就労外国人労働者の労働

が、入管法上f不法jとされていることにいきつ

く。繰り返しふれてきたように、労働関係法令

上は違法で、はない(関係法令は適用される)にも

かかわらず、入管法上I不法jとされていること

の矛盾が、資格外就労外国人の労災事故を「多

発Jさせ、なおかつ必要で、十分な療養や補償を

妨げている根本の原因で、ある。

事例調査でも明らかなように、資格外就労外

国人は、資格外=f不法就労jであるがゆえに問

題のある労働条件や低賃金を余儀なくされてい

こそすれ、 f 3キ労働Iと言われるような、日本

人労働者が働きたがらなくなった労働現場で、

まじめに働き、不幸にして労働災害にあったも

ので、あって、決して犯罪行為をしているのでは

ない。 20万人とも言われる資格外就労外国人を、

政府に本気で、追い出す気もその体制もないこと

は、昨年 6月に施行された改正入管法が事業主

に罰則規定を新設したことが誤って資格外就労

外国人本人にも適用されると伝わり、改正法施

行直前に大量に出頭したために、入管当局の方

が大パニックに陥ったことからも明らかである。

f単純労働jへの就労は認めないというタテマエ

のみを振りかざしても、その数は増えるばかり

調査事例からも明らかなように、民間支援団

体のサポートがなければ、さらに多くの事例が

トラブルや困難を抱えながら閣に、沈んで、いって

しまったであろうことが予想される。

その一つの例として、言語・精神上の問題が

あげられる。言葉が通じないことで診断や診察

が阻害されるばかりでなく、とくに入院をした

場合など孤独感にさいなまれ、精神的にも追い

詰められる。建設作業中の墜落事故で脊髄損傷

等の重症を負ったフィリピン人労働者の事例で

は、後遺障害が確定するまでは日本で治療を受

けさせたいという本国の家族や支援団体の努力

や援助にもかかわらず、ほとんどノイローゼ状

態になって「帰国したい」と訴える被災者の実

情から、退院して帰国せざるを得なくなり、労

災保険の帰国後補慣にはじめて取り組むことと

なった。事業主、医療機関や有政との容易に進

展しない話し合いに、被災者との信頼関係を維

持しながら、その意志を尊重して協力していく

ために支援団体は多大な努力を払っている。

政府や地方自治体がなすべきことは非常に多

いが、それらが行われてもなお、民間支援団体

の役割は残るし大きいと言わさ。るを得ない。通

訳をはじめスタップと活動資金の確保等のため

の社会的な支援が不可欠であり、政府や地方自

治体もその役割を積極的に評価し、必要な援助
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を行うべきである。 償等を求めるような場合、交渉や裁判を可能

さらに一歩進んで、資格外就労外国人自らが、

支援を受けるだけの立場から、自ら相互に援助

し、人権侵害と闘うために、自分たちの団体や

組織を作ろうという努力も開始されている。こ

れは、人権侵害をなくしていくための何よりの

保障であるし、民間支援団体との関係も新たな

ものとなってこよう。こうした動きに対しても、

同様の社会的な支援等が求められる。

医提言

ここでは、外国人労働者の受け入れについて

の長期的な政策を提言しようとするものではな

い。しかし、調査結果から明らかにされた実情

と問題点に対して、緊急に少なくとも以下の措

置がとられるべきだと考える。基本的な観点は、

現実に多数の外国人労働者が日本国内で働き、

労働災害が発生している中で、 「不法就労だか

ら、外国人労働者だから J と、必要かっ十分な

療養が妨げられてよいわけはない、安全衛生対

策がおざなりにされてよいわけはない、という

ことである。

① 政府は、資格外就労者を含む外国人労働者

にも労働基準法・労働安全衛生法・労災保険

法等の労働関係法令が適用されることを、外

国人労働者、事業主、医療機関、関係行政機

関等に周知徹底すること。外国人労働者が母

国語で理解できるように、各国語による各法

令・制度等のインフォメーションを用意する

こと。

②政府は、資格外就労外国人のF不法J状態

を解消するための措置をとることとし、その

ためのプロセスを明らかにすること。

③ 政府は、入管行政上、被災者の傷病が治ゆ

し、後遺障害に対する障害(補償)給付が支給

されるか遺族(補償)給付が支給されるまでの

問、被災者及び遺(家)族の滞在資格が保障さ

れるような措置を講ずること。また、損害賠

とするための措置を保障すること。

④ 労働省は、 “救済第一、通報せず"の原則

を明確にすること。労働基準監督署等が外国

人労働者の相談・申告等や労災保険の申請の

手続等を受けた場合に、権利の救済と必要か

っ十分な療養を保障する見地から、出入国管

理事務所等に通報しないことを局長通達以上

の措置により、監督署等に指示すること。ま

た、資格外就労外国人の実態把握のためであ

っても、直接権利救済に関係のない事項につ

いての強権的な調査を行わないこと。

⑤ 労働省は、外国人労働者の労災事故を防止

するため、労働基準法、労働安全衛生法等に

よる労働条件の整備、安全衛生対策の実効を

確保し、その改善を図ること。

@労働省は、不払賃金、強制労働の是正を徹

底し、国籍による賃金その他の労働条件の差

別をなくすための実効ある措置をとること。

⑦労働省は、労災保険の手続に当たって、外

国人労働者が母国語で(少なくとも日本語以

外に英語でも)手続が行えるように、様式の

整備等を行うこと。

@労働省は、労災保検給付の支給決定に係る

調査において、翻訳・通訳等が可能な体制を

整備し、請求人への情報提供、支援団体等請

求人の認める者の関与の保障など、必要な措

置をとること。それによって、迅速な救請に

努めること。

⑨ 帰国後補償等海外からの労災保険の手続に

ついて、確実で迅速な救済のために、⑤@と

同様の措置その他必要な措置を講ずること。

⑩ 労働省は、 「研修生 J 等と称されていて

も、 「労働」の実態のある外国人労働者に対

しては、労災保険を適用すること。

@ 政府は、民間支援団体や外国人団体の行政

過程への参加・関与を促すとともに、積極的

な援助を行うこと。

回
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外国人労働者労働災害事件事例一覧

事例 1 ( (労災保険適用»
氏名: I性別:男|年齢: 歳 i国籍:スリランカ|在留資格:(資格外)

災害発生日時:1990. 5.281災害発生場所:神奈川県横浜市 |業種:製造業!職種:プレス工

1988年12月から H製作所に時給900円でプレス工として雇われた。日本人従業員11名の他、 4名の外

国人が働いていた。

1990年5月28日、安全装置のない古いプレス機で作業中、落ちてきた金型で左手小指、薬指を第二

関節より切断、中指、人指し指を骨折した。大学病院に3週間入院、手術も2回行った。

会社側は当初、①テレビも買ってやるなど面倒を見てきた、②友人がついているから安心だと思っ

た、③勝手に休む、④言っていることとやっていることが違う、嘘つきだ、などと言って渋っていた

が、カラパオの会が支援して会社と交渉し、労災保険の手続をとらせるとともに、労災保険が支給さ

れるまでの開立替払いをすることを認めさせた。

*本人の生活態度等を理由に補償を拒むのはよくあるケース。

jFi-保一U'-附央-4適T用一、J-F-

在留資格:(資格外)

業種:製本業|職撞:製本作業

1990年1月15日、アルバムの表紙の作成作業中、裁断機によって右第3指末節骨折兼挫書JIの負傷事故。

4カ月間病院に通院した。

会社は、外国人労働者に労災保険が適用されることを知らず、病説に治療費は支払っていたが、本

人には「金は支払わなくてよい j と言っていた。カラパオの会が支援して交渉した結果、労災保険の

手続をとることになった。

被災者は全ての補償を受け取らないうちに帰国。労災保険の休業補償給付をパキスタンの銀行の被

災者の口座に送金させた。

*医師も労基署も会社もはじめてのケースでモタモタが目立つた。

氏名:

災害発生日時:1990. 4.26 I災害発生場所:茨城県結城市 業種:製造業 i職種:工員

茨城県内の「人夫出し」業者(ヤクザ)から派遣されていた先の会社、(日本人 100名、フィリピン人9

名が就労)で、 1990年4月26日、ローラーマシンをチェックしていて、右手を巻き込まれ、手首から

先が肉とともに剥ぎ取られ、筋肉を切断。現在も休業、治療中であるが、医師の話では、右手は手首

から先が全く機能しなくなるだろうと言われている。

派遣元が治療費を支払っていたが、それ以外の補償は派遣先、派遣元とも「責任がない」と逃げて
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在留資格:観光ピザ(オー1¥'-;(テイ)

業種:製造業|職撞:工員

1990年3月19日、セメントマシンを清掃中、機械に巻き込まれ右手人指し指切断、中指末節開放骨

折の負傷事故。毎日朝7時から夜9時頃まで働かされ、被災者拡疲労がすさまじく、作業中に眠くなる

ことがたびたびあったとのことであり、極限状況の中での事故である｛同社の従業員200名中20名が

外国人だった) 0 5月28日(症状菌定)まで治療を続け、そのうち 5月9日まで休業した。

治療費は会社が支払っていたが、その他のことについては全く話がなかったので、被災者が独自に

交渉していたが取りあってもらえなかった。カラパオの会が連絡した後、被災者に対して r30万円払

うから終わりにしろ J と追った。再度連絡したところ、 「本社の判断を待っているのでもう少し待っ

てほしい J と言ったきり連絡がなく、電話をしても担当者が出ようとしなかった。内容証明郵便で f

本人申請で労災の手続をする。労基署から立ち入り調査があるので覚悟するようにJという文書を送

ったところ、本人を呼び出し「今すぐ辞めろ、 100万円払う J と脅す。カラパオの会のメンバーが会

社まで出かけて交渉をしてようやく労災保険の手続を行った。

時間外労働が強制されていたが、割増賃金を含め正当な賃金が支払われていなかった(日給7,000

円で、残業l時間につき700円) 。

事例 6

氏名ー: I性別:男|年齢: 歳|国籍:イラン |在留資格:(資格外)

災害発生日時:1990. 7.251災害発生場所:埼玉県大利根町 |業種:製造業|職種:プレス工

1990年 7月25日、パイプのプレスでカット作業中にマシンとパイプの間に指をはさまれ、左手人指

し指第I関節を切断。医師の話では3~6カ月の治療が必要とのことで、あったが、本人の帰国意志が回

いた。本人とカラパオの会が直掻労働基準監督署に労災保険の請求手続を行い、派遣先企業を事業主

とすることで調査が進んでいる。

時間外労働が強制されていたが、割増賃金も支払われていなかった。

*後遺症がどの程度残るかまだ判断できないが、本国に帰ってからも治療費その他日本の労災保険を

適用させることになるだろう。

事例 4

氏名: I性別:男!年齢:討議 i国籍:パキスタン|在留資格:(資格外)

災害発生日時:1989.11. 23 1災害発生場所:神奈川県藤沢市 |業種:製造業 i職謹:板金工

1990年11月23日、プレス工場で鉄板のパリ取りをしていて右手首のスジを切る(右手関節部切傷、

庄中神経損傷の病名で、中4針、外4針縫う)事故にあった。同社には、日本人100名以上の他、日系

アラジル人20～30名、パキスタン人2名が働いていた。

カラパオの会の支援で会社と交渉した結果、会社が治療費、休業補償プラスアルフアを被災者に支

払った(労災保険は適用せず)。被災者は、その後、労働条件の折り合いがつかなかったため、 90年1

月20日に同社をやめた。
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く8月16日で治療中止。

同社では日本人20名の他イラン人4名が就労、被災者は工場の上に住まわされていた。時給850円、

時間外は1時間1,000円で、残業割増違反もあった。

会社、工場長は事故後10日で働けと言ってきた。また、カネを請求するならイラン人全員をクピに

するとも言った。カラパオの会が支援して会社と交捗をはじめたが、被災者の望郷の念が強く示談で、

帰国時に百数十万円が被災者に支払われた。被災者は自ら出入国管理事務所に出頭して帰国した。

*異国から働きに来ている者がケガや病気になったときなど、不安に陥りやすい。精神的な面でのサ

ポートが必要。

事例7

氏名: 在留資格:(資格外)

業種:製造業|職種:プレス工

1990年6月12日、プレス機を操作中、タイミングを間違えてペダルを踏み、左手、中指、薬指をつ

ぶした(骨折)。同社には日本人50名の他外国人8名が就労、プレス機に安全装置はなく、不払賃金も

あった。

休業中の賃金、後遺症の補償について何の話もなく、労災扱いにしないということで被災者が不安

になりカラバオの会に相談に来た。交捗では、 「労災にしないとは言っていないJf補償については全

ての治療が終わってから検討する」ということだったが、その後の交渉で「労災扱いに(労災保険の

手続)はしないが、全ての面倒をみるJということで合意した。

*その後合意条件違反があり再度交捗中であるが、全てが口約束のため裏が取りにくい。

事例8

氏名: I性別:男|年齢:歳|国籍:パキスタン|在留資格:(資格外)

災害発生日時:1989.1 1 .23 1災害発生場所:神奈川県藤沢市 i業種:製造業i職種:板金工

板金加工作業中に誤って左手、手首をハンマーで打ち、筋を切った。翌90年1月まで約2カ月治療を

受け治ゆした。

被災者からの訴えでカラパオの会が交渉に入り、当初会社は入管法の誤解により労災保険の手続を

拒んで・いたが、説明により理解。ただし、 「後遺症もないので休業中に賃金を支払うということで了

解してもらえないかJという提案に、被災者もこれを受け入れた。

在留資格:観光ピザ(オーハー寸テイ)

業種:製造業|職種:プレス工

鉄のバイプを曲げている作業中、品物を引き出すときにプレスが落ちてきて、左手、中指、薬指を

切断した。同年9月6日まで入院、 11月2日まで‘治療を続けて症状固定になった(休業は10月4日まで) 。

安全装置不備の労働安全衛生法違反があった。両社は従業員30名のうち18名がパングラデイシュ人で、

被災者らは日給5,100円で雇われていた。

会社は労災保険の手続をせずに治療費だけを負担し、被災者が同年12月に会社を辞めるとき給料込
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みで28万円しか支払わなかったばかりか、 I不服申立てjをさせないために念書を書かせていた。カラ

バオの会が支援して会社と交渉。当初会社は、 1990年5月中に労災手続を完了させるということだっ

たが、遅らせて手続をせず、弁護士を立てて争うという態度に出てきた。実際に会社側弁護士からの

連絡もあったため、被災者とカラパオの会で、直接労働基準監督署に労災申請の手続を行った。その後

9月8日には会社も労災保険の書類に事業主証明を行い、 9月28日に労災保険給付の支給が決定された

(休業補償給付全期間分、障害等級11級の障害補償結付340万円) 。

事例 10

氏名:

災害発生日時:1990. 5.241災害発生場所:横浜市戸塚区

在留資格:観光ピザ(オ-1¥'-;iテイ)

業種:建設業|職撞:土工

1990年5月24日、片付け作業中に右目のところに木の棒があたり、自のふちを裂傷、手術を行い 1週

間休業した。

会社が、最初にかかった病院から別の病院に変えさせ、その病院では2度の通院後「もう来なくて

いいJ と言われた。社長に前の病院の診察券を捜してくれるように頼んだが、もらえず、その後医者

に行けなかった。頭痛がするのを我慢したが、こんなところは危険だと思い、 6月30日で辞める。辞

めた時に 1週間の休業期間の賃金は支払われず、会社は「治療費がかかったから J と言った。カラパ

オの会が支援して会社と交渉した結果、休業期間分プラス 2日分の6割の賃金を支払うことで被災者が

納得した。

事例 11

氏名: 在留資格:観光ピザ(オーI¥'-;iテイ)

災害発生日時:1990. 7.271災害発生場所:東京都板橋区 業種:建設業!職種:家屋解体

1990年7月27日、小学校の家屋の解体作業中、運搬していた荷物を足に落し、右足薬指、小指を骨

折。日本人労働者5名の他イラン人3名と被災者が働いていた。

病院に行くとき、会社は付き添った者に「労災扱いでなく、本人が宿舎で勝手に冷蔵庫を足に落し

たj ことにするように指示。その日病院から帰った直後、社長から「もう住事はない、辞めてほしい J

と言われ、すぐ近くの会社に移る。引越しの時に奥さん他が手伝ったので、金をくれとは言わずにた

だ「助けてほしい」と訴えたが、拒否された。カラパオの会が交渉に入ったが、会社は高圧的な態度

で、あった。しかし、被災者が「今いるところは辞めたくないが、知られているため何をされるかわか

らないので不安だ。社長から3万円だけもらった。不満だがあきらめる J とのことで、それ以上の交

渉ができず、きちんと治療を受けたかどうかも不明。

日給11 ,000円だったが、時間外は1,000円。それもどんぶり勘定で実際は出ていなかった。

*帰国が決まったときか状況がよくなったときに、もう一度取り組もうと話しである。

在留資格:船舶乗員上陸許可証

業種:製造業|職種:プレス工

1990年7月19日、プレス加工作業中に、左手を機械にふれた際に歯車かベルトに巻き込まれた。左
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手親指の付け根のところを裂傷、左手人指し指先端骨折。現在も治療中である。

被災者は船員だったが、船が横浜港に停泊した時、 3日間の上陸許可証を持ってそのままエスケー

プ。パスポートは船に置いたままで、あったため、本人であることを証明するものがなかった。入管に

再発行を求めることは強制退去をさせられるおそれもあり、また再発行の保証もないので、パキスタ

ン大使館に行き、上陸許可証や本人宛ての手紙を提出し、それをもとに本国の役所に照会して本人で

あることを証明してもらった。それをもって労働基準監督署に行って、労災保険適用の手続をとった。

所定労働時間は、 8時から 17時までだが、毎日2時間の残業が義務付けられていた。日給7,200円(時

給900円)だったが、時間外は 1時間1, 000円で労基法違反。

*大使館は証明に当たって「とにかく来てほしい J とのこと。労舗省、労働基準監督署は「大使館が

証明したものがあれば OKJ ということであり、全国で始めてのケースである。

事例13

氏名: 在留資格:留学生

業種: I職種:霊気工事

従業員 6~7名の会社でl週か2週に一度アルバイトをしていたが、 1990年2月 11 日、作業現場の変電

室の掃除中に感電して火傷を負った。 6週間入院し、その後も治療を継続中である。

治療費は会社から支払われた(労災保険を使っているかどうかは不明)。見舞金として 3月、 4月にそ

れぞれ10万円支払われているが(日給はl万円だった)、カラパオの会が支援して、自己負担している

分の医療費と休業補償等を支払うように会社と交捗している。

事例 14

氏名:

災害発生日時:1990. 3. 8I 災害発生場所:茨城県下館市

在留資格:(資格外)

業種:製造業|職種:プレス工

1990年3月8日、工場内でクレーンで移動していたプレスマシンが左足甲に落下して負傷した。事故

後約2週間休業、治療は現在も継続している。日給6,400円だが、斡旋業者への手数料100,000円を天

引きされていた。休業期間中の賃金は支払わず、治療費も天引き。辞めると言ったら、差し引きマイ

ナスのレシートを渡された。カラパオの会が支援して会社と交渉し、天引きしていた斡旋業者への手

数料と治療費は支払われ、労災保険は使わないが休業補償も会社が支払うことで合意した。

在留資格:(資格外)

業種:建設業|職種:家屋解体

1988年 8月14日、解体物をトラックに積んで帰る途中、積載オーバーだったためカーブを曲り切れ

ず横転(3名乗車)。本人は失神し、そのまま病院に運ばれ、左腿開放性骨折との診断で手術、 89年1月

末まで入院した。 10月にプレート除去手術が必要と診断書に書かれたが、費用がないため治療を中止

し、 89年2～8月に月 15 日程度働いていた。

入院中の治療費は会社が支払い、休業補償として、 88年8月10万円、 9月10万円、 10月7万円、 11月7 

万円の計34万円支払った(日給は6 , 000円だった)が、その後は90年2～8月に働いた分も含めて一切支
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払わず、 fケガのことはもう知らない。金がないJと言われた。 90年5月にカラパオの会に相談があ

り、会社と交渉。会社は労災保険が適用されることを知らなかった。 9月になって労働基準監督署に

労災申請を行った。

在留資格:(資格外)

業種:製造業!職撞:プレス工

1989年8月7日、社長かも、プレス機の安全装置を取り外し足踏みで作業をするように指示され、作

業中、左手人指し指の先端と中指を第l関節から切断。 22日間入院し、退院の翌日から働かされた。

その機械は故障が多く、何人もケガをしていたとのこと。また、時間外労働が毎日あったが、時給80

0円なのに時間外は900円だった。

入院中に5,600円が見舞金として支払われ、退院後30万円でケリをつけられそうになった。カラパ

オの会が支援して会社と交渉。会社は、労災保険が適用されることを知らず、手続を渋っていた。 90

年8月末に被災者本人が労働基準監督署に労災申請の手続を行った。

事例17

氏名:

災害発生日時:1990. 3.281 災害発生場所:埼玉県川口市

在留資格:観光ピザ

業種:製造業!職種:鋳物作業

1990年3月28日、鋳物工場内で熔けた熱い鉄の上にまいた灰を、鉄の棒で取り出す作業をしていて

爆発。熱い鉄を身体に浴び火傷を負った。 1カ月ほどの治療で‘火傷はなおったが、右眼の角膜に障害

が残り(右角膜白斑の診断名で8月まで眼科医で治療)、視力が1.5から 0.3まで低下し矯正不可(障害等

級 13級)。約1カ月休業している。業員 10名、外国人は被災者を含め2名働いていた。

事故直後に会社が連れていった病院は、十分な治療を施さず、休業中の賃金も支払われなかった。

その後被災者の知人の日本人が会社とかけあい、治療費と休業補償は支払われるようになった。しか

し、職場復帰後に右目の後遺症の補償を求めたところ、会社は被災者を解雇した。 CALLネットワ

ークが相談を受け、英語の堪能な医師を紹介する一方、会社と補償について交渉。経営者も日本人労

働者も「会社を守る J ことで結束し、 「今回の事故について会社の責任はない J ことを強調した。法

定分の補償は会社が負担するが、それ以上の補償に応じるつもりはないという姿勢で、あった。被災者

が早期帰国を希望している事情もあり、話し合いによる解決を追及し、労災保険の障害13級の障害補

償給付の額四万円に見舞金20万円を支払うことで決着した。

1989年11月28日、鋼材積み込みの補助作業中、他の作業者がユンボを作動させたところ、積載済の

鋼材にぶつかり鋼材 ( H鋼)が落下し、両足を骨折した。 90年 2月末まで栃木県内の病院に入院した後、

経済上の理由で治療中止。その後支援グループの紹介で8月に治療を再開、 10月から再度入院してい

る。
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90年 2月末までの治療費は労災保険が給付されている。 CALLネットワーク(東京ユニオン)が支

援し、会社及び労働基準監督署と交渉中。

災害発生日時:1989. 9. 6I 災害発生場所:埼玉県八潮市

在留資格:観光ピザ(才一｝ ¥ 'サティ)

業種:製造業|職種:プレス工

1989年9月8日、巾 20cm弱、長さ 30cmほどの金属盤の中央部に名刺サイズの抜き打ちを行うプレス作

業中、左人指し指が下の金型と金属盤の聞にはさまれ、左人差し指末節骨 (90%)切断。 1カ月半休業、

治療して症状固定。本社は都内にあり、被災者が就労していた埼玉工場は、従業員50名程度、 10数名

の労働ピザをもたない韓国人労働者が働いていた。安全衛生法違反複数あり。

CALLネットワーク、ふれあい江東ユニオン、在日外国人 119ネットワーク(埼玉)が会社と補

償について交渉。交通事故の損害賠償算定基準により後遺症による逸失利益720万円、慰謝料340万円

の半額の500万円を要求したが、最終的に労災保険による障害補償給付約130万円(障害等級11級)の他

に会社が300万円を支払うことで解決した。被災者は自らの希望で90年8月に帰国した。

事例20

氏名: 在留資格:観光ピザ

業種:製造業|職種:プレス工

従業員は日本人4名、外国人4人。事故にあった35トンプレス機で作業をはじめて3回目、単独での

作業ははじめてでみあった。金型をセットしてあるので与やっておくようにと言われ、当初手動でやろう

と思った。ボタンを押したが動かず、ペダルを踏むと動いた。途中て金型ピンが外れ、直そうと思っ

て手を入れた時、誤ってペダルを踏み、左手示指全部欠損、中指第2関節欠損の事故を負う。現在も

休業加療中である。

在日アジア労働者と共に闘う会が支援して会社と交渉中である。当初会社は、 8月分について 70%

の休業補償を支給したが、他の外国人労働者のサボタージ、ユによる抗議で、 100% 支払った。

氏名: 在留資格:観光ピザ

災害発生日時:1990. 4. 2I 災害発生場所:埼玉県桶川市 業種:製造業|職種:プレス工

プレス機を操作して 20cm四方のプレートの曲げ加工中、品物を落とし、それを取ろうとして腕を伸

ばしたところ、誤ってペダルスイッチを踏み、右腕をプレス機にはさまれた。 2カ月関入院、現在も

休業加療中である。(日本人労働者 15人、パキスタン人3人)

会社は事故後、社会保険労務土を通じて労災申請をした。在日アジア人労働者と共に闘う会が会社

と交渉し、家族への送金分として 30万円を立替払いさせ、今後、症状固定を待って損害賠償の交渉を

行う予定。

事故後の所轄警察署が事情聴取し r(不法就労を)見て見ぬふりはできない」とし、他の3人の外国

人労働者は解雇。本人、社労士、社長と共に入管に出頭。 r治療が終わってから帰ればよい」、社長

に対しては住所を明らかにしておくようにと言われている。

22 …安全センター情報 '91年3月号



氏名: 在留資格:就学ピザ

災害発生日時:1989. 6.17 I災害発生場所:東京都豊島区 業種:風俗業|職種:清掃洗場

午後2時"-' 12時のアルバイトで、終業後最寄り駅まで歩いて退勤途中、横断歩道横断中に乗用車に

はねられ右下腿骨粉砕々折。救急車で病院に運ばれ1カ月入院、 1990年9月に右下腿の金具を摘出する

手術を受けた。この間全部休業した。

ひき逃げ事故のため、警察署とも交渉したが、加害者が特定で、きなかった。労災保険の通勤災害請

求を行った。事業所(ピンクサロン)が労災未加入だったため、労基署に指導させて保険関係を成立さ

せ、療養・休業補償を支給させた(ぐるーぷ赤かぶ、東京東部労災職業病センターが支援)。

授業出席日数等についての配慮等、日本語学校教師の協力的が得られた。被災者は通勤災害等につ

いて何も知らず、途方にくれながら友人からの借金で当面の生活費をしのいでいた。

事例23

氏名: 国籍:中国 在留資格:就学ピザ

災害発生日時:1990. 4.281災害発生場所:神奈川県川崎市 l業種:建設業 l職種:内装工事

新宿区の会社からアルバイトで派遣され、 1990年4月28日、川崎市の現場で内装工事中、モーター

を移動するよう指示され、動かそうとしたところ、モーターに手を突っ込んで、右手中指第l関節の3分

のlを切断した。 5月 16日まで通院(症状固定一障害等級 14級相当の後遺症)、 5月30日まで休業した。

本人よりぐるーぷ赤かぶに相談があり、東京東部労災職業病センターとともに会社に損害賠償を要

求して交渉中である。

事例24

氏名: 在留資格:観光ピザ

業種:製造業|職種:プレス工

従業員8人中 4人がパングラデイシュ人。プレス機で作業中、右手中指・薬指第2関節欠損、小指・

示指先欠損の事故に逢う。安全装置を外していた?

カラパオの会等が支援し、社長に補償の意向を問い質したところ、労災保険は適用しない方向で処

理してもらいたいとのことで、あった。 300万円を要求｛障害等級11級の慰謝料+逸失利益の約3割)した

ところ、会社は融資を受けて支払うと囲答したので、本人の意志を確認のうえ合意した。

事例25

氏名:

災害発生日時:

在留資格:観光ピザ

業種:製造業|職種:プレス工

入社後1週間程度で、プレス機によって左手示指を第2関節から切断。 1週間ほど入院。

治療費は全額会社が持ち、休業補償もある程度されているようだが、障害に対する補償はなし。ち

ば人権ネットワークに相談はあったが、本人は問題にする気はないとのことであった。
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在留資格:(資格外)

業種:製造業|職種:鉄骨組立

箪手着用のままボール盤にて作業中、左手を機械に巻き込まれ人差し指を第1関節より切断。一般

にボール盤等の作業時には軍手を着用してはならないことになっており、被災者はそのことを理解し
ておらず、経営者も別段注意を行わなかった。

経営者は、治療費のみを支払い、事故発生以前の賃金も含めて休業中の賃金も支払わず。現在、 A
P F Sが代行して労災保険の申請を行い、賃金未払いについては交捗中。

職種:食品加工

野菜運搬用の手押車を押して作業中、後ろからきた同僚の手押車と壁の間に左手人指し指をはさま
れ、第l関節より切断。

経営者は、治療費のみを支払い、その他の補償はせず。本人が退職後にA P F Sに相談。当初、経

営者は労災の申請も拒否。 A P F Sが代行して申請中。経営者の外国人労働者に接する態度にも問題

があるようだ。

災害発生日時:1990. 5 .

在留資格:(資格外)

業種:製造業i職種:プレス工

大型プレス機械にて自動車部品の絞り作業中、部品を取り出す際、右手親指・人指し指をはさまれ、

親指は第1関節より切断。人差し指は指先を切断。プレス機械には、安全装置(両手でスイッチを押
さなければ機械が作動しない)が取り付けられていた。経営者は作業速度を早めるよう再三注意を与
えており、労働者間で競争させていたという。日本人労働者からは「おしゃべりが多かったJとの指
摘があった。
当初、労災の届出も行わず、賃金も支払わなかったが、 A P F Sとの交渉により労災保険の手続書

類を作成。また、 12万円程度の賃金を仮払いした。

年齢:23歳|国籍:} ¥' 'jゲラデシュ|在留資格:(資格外)

災害発生場所:東京都渋谷区 |業種:飲食業|職種:調理

レストラン調理場にで野菜を自動カッターにより裁断中に右手小指を負傷。病院で7針縫合。入社
後半年の事故で、あった。勤務時間は1 日 12～3時間と長時間労働で、あった。

事故直後、!吉長は本人に対して休み時間中の事故なので屈としては一切補償を行わない旨告げた。
また、当日屈長が立て替えた治療費1万4千円の返却を本人に追った。本人の依頼によりA P F Sが本

社と交渉。会社は業務中の事故であることを認め、労災保険の手続を行った。
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事例30

氏名: 在留資格:(資格外)

業種:製造業|職種:プレス工

大型プレス機械にて自動車部品のプレス加工中、機械の操作を誤り、左手中指・薬指・小指を全て

切断。人差し指は第1関節より切断。同僚と話をしながち作業中に機械のスイッチを誤って連続作動

に入れてしまい事故にあったもの。経営者が切り替えスイッチのキーを差し込んだままにしていたこ

とも、事故の原因に関係している。

APFSとの交渉で、治療費、休業補償とも 100パーセント支払うことを約束している。ただし、

現在も多数の外国人労働者を雇用中であるため、入管局等の摘発を恐れて、全てを自費で、支払いたい

との申し出がある。

氏名:

災害発生日時:1990. 7 .

在留資格:(資格外)

業種:建設業|職種:

エンジン芝刈り機にて草刈作業中、小石が右目に突き刺さる。病院にて、手術を行ったが失明した。

会社にとってこの作業は初めてであり、芝刈り機も他の会社より借り受けたもので、あった。経営者自

身も芝刈り機作業に不慣れであり、作業員に対して何らの安全指導もしていなかった。

当初、治療費は経営者が自費で支払っていたが、途中で治療費が多額となるため労災保険に切り替

える。賃金は一切支払われていない。 APFSが労働者本人の代理人になって 9月2日より交渉を開始

する予定。

事例32

氏名: 在留資格:(資格外)

業種:製造業|職種:プレス工

プレス機械にて作業中、左手人差し指を第1関節下より切断。本人によれば、安全機もあり、なぜ

事故が発生したのかわからないという。入社2週間目の事故であり、機械操作に慣れが生じた時期で

もある。経営者から安全問題に対する指導は一切なかった。事故原因の詳細は今後、経営者との話合

いの中で明らかにしたい。

経営者は当初、治療費と30万円の「示談金Jを提示した。しかし、日本人のブローカーが間に入り、

150万円を要求した。その後、労働者本人がAPFSを訪れ、 APFSが代理人となって会社と交渉

を進めてもらいたいと要望。

事例33

氏名:

災害発生日時:1990. 5.10 I災害発生場所:埼玉県大宮市

在留資格:

業種:製造業|職種:プレス工

栃木県真岡市の派遣業者から埼玉県大宮市の自動車部品製造会社に派遣され(派遣元は請負と主張)、

プレス工として 1990年 1月より働いていた｛昼夜2交替勤務で、日給9500円、日系ベル一人多数就労)。
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1990年5月 10日、日勤の終業直前に作業場所の清掃を行っていたところ、床が金属研磨くずで滑べり

やすくなっていたため、足をとられ、その際、パネルの切断機で右手の第3・第4指を切断した。

6 f4 4日まで入院、退院後も8月11日まで通院して症状は固定したが、右中指llmm 、環指13mmの短縮

と知覚障害等の後遺障害が残った。休業も8月11日までで、その後退職。母国の母が死亡したため帰

国した

CATRAに相談があり、弁護士を立てて派遣元、派遣先会社と交渉(相手側も弁護士を代理人と

した)。後遺症による逸失利益、慰謝料、入院・通院慰謝料等を請求、結果的に派遣元が800万円を支

払うことで決着した(過失相殺が入ったため)。労災保険は使っていない。

在留資格:

業種:製造業|職種:プレス工

自動車部品製造工場のプレス工(前の事例と同じ派遣会社からの派遣)として、 1週間おきの昼夜2交

替勤務で働きはじめて2週間自の 1989年10月25日、工場内の鉄板プレス機を操作中、左腕をはさみ切

断され、転倒した。いつもその機械を担当していた労働者が休みをとり、被災者が、午前中日本人労

働者から身ぶりで作業の指導を受けてプレス作業を開始し、午後、指導の日本人がいなくなって単独

で作業をしていたところ事故にあった。入院 10カ月の後、通院・リハビリ治療のため、現在も休業・

加療中である。

CATRAを通じ、弁護士が4000万円余の損害賠償を派遣元と派遣先会社に請求すべく準備をした

が、本人が「親族の来日の便宜を図ってもらうため、派遣元と争いたくないJと主張し、労災以外の

上積み補償はで、きなかった。労災保険からは、治療費、休業補償と障害等級5級の認定で、障害補償

前払一時金として 2000万円以上が支払われた。今後の障害年金等の手続は派遣元が行うことになって

いる(本人は90年 11月に帰国) 。

在留資格:

災害発生日時:1990. 6.151災害発生場所:群馬県さかい町 |業種:製造業|職種:プレス工

1990年6月15日、プレス機を操作中に左手を切断。安全装置を外してあった(自動販売機製造)。

2カ月間入院し、労災保険から療養補償、休業補償が支給された。

事例 36

氏名:

災害発生日時:1990. 8.30 I災害発生場所:静岡県浜松市

手でプレス機に板をつっこみ、足で蕗んでプレス機を動かし手で‘横へ運ぶ作業中、左手を機械には

さみ切断した。

事olJ37

IIX :s: |性別:男|年齢:歳|国籍:ガーナ |在留資格:(資格外)
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災害発生日時:19肌 10. I災害発生場所:埼玉県川口市 |業種:製造業|職種:プレス工|

プレス機械にて作業中、左手人差し指第l関節より切断。本人の話では、機械のテスト中に経営者

が操作を誤り、事故が発生したという。経営者は否定。入社後1カ月目の事故でLあった。

経営者は当初、外国人に労災保険が適用されることを知らず、賃金と治療費のみは支払うと本人に

話していた。 APFSが本人より依頼を受け、経営者と交渉した結果、労災一時金の他、額は未定で、

あるが、見舞金を支払うことで合意。事故の原因、責任については話し合いを継続中。

後日、!ff口労働基準監督署より経営者に、警察に通報するとの連絡があった。

事例38

氏名:

プラスチックバンドの切断作業中、機械についた切り粉を取り除こうとして、誤って作動ボタンを

押してしまい、右手人指し指を第 l関節より切断した。

当初、本人より経営者との交渉を依頼されたが、後日本人から、経営者と本人のみで話を進める旨

の連絡があった。経営者から APFSに依頼したことで、圧力がかかったらしい。

事例39

氏名:

大型ドリルにて、長さ 1メートル位の鉄骨製梁に穴あけ作業中、ドリルに右手親指を巻き込まれた。

病院にて縫合手術をしたが、失敗。親指を根本より切断した。軍手を着けたまま作業をしており、軍

手が巻き込まれたための事故で、あった。 APFSに連絡があり、現在経営者と交渉中。

事例40

氏名:

以前2～3回ほど扱ったことのある切断機の操作を命じられ、作業中左手人指し指、中指を切断した。

足踏み式のスイッチと両手で押す形式のスイッチがあったが、手押しスイッチが故障していたため、

足踏み式スイッチを操作し、事故にあったもの。入社1カ月後の事故。

現在治療中であるが、経営者は、賃金1 0 0 % と治療費全額を払う旨、本人に伝えている。治療終了

後、相談を受けた APFSが本人とともに交捗を始める予定。

事例41

氏名:

建設現場にて、足場を組み立て中、上から飛び降りた拍子にすべって足首を捻挫した。

経営者の自動車で病院まで連れていかれ、治療費は経営者が支払った。その後、 4日間通院したが、

治療費は本人が支払った。 9日間の休業補償も支払を拒否している。 APFSが交渉中。
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事例42

氏名:

災害発生日時:1990.1 1.

在留資格:

業種:建設業i職種:

現場にて吹き付け作業中、 2階足場より1階に降りる際、体を支えていた指を負傷。腕の皮膚を指に

移植手術した。

病院に経営者とともに行き、手術を受ける。費用の32万円は経営者が支払った。経営者が非常に親

切なのでトラブルにしたくないとの、本人の申し出があり、とりあえず労災についてのアドバイスの

みを行う (APFS)。

ことができる。

人間と放射線
医療用X線から原発まで

ジョン .w.ゴフマンは、チェ

ルノブイリ原発事故により、今

後数十年間に、致死性と非致死

性を合わせて 100万件のガン・白

血病が引き起こされると予測し、

世界にその重大さを警告した。

ゴフマンは、ローレンス・リ

パモア研究所で放射線の危険性

の研究を行って以来十数年の問、

国際放射線防護委員会(ICR

P )や国連放射線影響委員会( U
NSCEAR)が放射線による

ガン死危険度を40分のlにも甘

くみている、警告し続けてきた。

本書は、その研究成果を体系

的に、一般の人々にも活用でき

るようにわかりやすくまとめる

とともに、原子力開発からカラ

ーテレビ、建築材料、医療用X
線問題まで、放射線と人間の健

康に関わるあらゆる問題を検証

したものである。

本書の特徴は、懇切丁寧な入

門書であると同時に、膨大なデ

ータを駆使した優れた専門書で

あるという、あい異なる性格を

見事に兼ね備元ている点にある。

読者は、そもそも放射能とは、

放射線とは何か、染色体や細胞ー

分裂とは何か、ガンはどのよう

なメカニズムで、発生するのかと

いう点や、放射線が人体に対し

てどのような仕組みでどのよう

に障害をもたらすのか、といっ

たことについて、読みながら知

らず知らずのうちに身につける

また放射線のガン死危険度と

いったことが、どのようなデー

タをもとに、どのような考え方

によって得られるのか、何ら専

門知識がなくとも、誰にも理解

できるように工夫されている。

ゴフマンが本書を著すにいた

った根本動機は、これまで多く

の悲惨な患者を診てきた医師と

しての使命感であり、かつて核

開発の当事者として広島・長崎

の惨事に関わったことへの、深

い哀しみで、あった。 r専門家を

信じるのではなく、自分自身で

考え判断せよ」とのゴフマンの

言葉は、人類の将来に対するも

う一つの警告といえよう。

［著者］ジョン .w. ゴフマン

［訳者}伊藤昭好/今中哲二/

海老沢徹/}If野真二/小出裕章

/小出三千恵/小林圭二/佐伯

和則/瀬尾健/塚谷恒雄

［体裁］ A5版上製/768頁

［定価］ 20,000円

j最寄りの書届か社会思想社=

~ 119東京都文京区本郷3-25 !

!-13 TEL(03)3813-8105まで;
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労働省関係通達

j昭和田年1月26日基発第50号・職発第31号;

(各都道府県労働基準局長・知事殿宛て労;

; 働省労働基準局長・職業安定局長通達) f

外国人の不法就労等に係る対応について

我が国では、就労を目的として日本に入国し

ようとする外国人については、日本人では代替

できない技術・技能を生かして就業しようとす

る者、熟練労働者等については入国・在留を認

めている一方、従来から、単純労働者について

は、原則として受入れを行わないという方針を

とっている。具体的には、出入国管理及び難民

認定法(昭和26年政令第319号、以下f入管法jと

いう。)に基づき外国人労働者の入国・在留管

理が行われているが、最近、観光客等を装って

我が国に入国して不法に就労する外国人の著し

い増加が指摘されているところである。このよ

うな外国人の不法就労の増加は、もとより国内

の雇用失業情勢や労働条件に悪影響を及ぼす要

因となりかねないものであり、不法就労者に関

する職業安定法、労働者派遣法、労働基準法等

労働法令違反の事案も見られ始めており、その

対応も急務となっている。

ついては、職業安定機関及び労働基準監督機

関においても、別紙「外国人の就労に係る出入

国管理制度上の取扱いJ (略)を御了知頂いた上、

下記による対処方につき遺憾のないよう特段の

御配慮をお願いする。

1 労働関係法令違反がある場合の対処

(1 ) 職業安定法、労働者派遣法、労働基準法

等労働関係法令は、日本国内における労働

であれば、日本人であると否とを問わず、

また、不法就労であると否とを間わず適用

されるものであるので、両機関は、それぞ

れの事務所掌の区分に従い、外国人の就労

に関する重大悪質な労働関係法令違反につ

いても情報収集に努めるとともに、これら

法違反があった場合には厳正に対処するこ

と。

さらに、これら違反事案において、資格

外活動、不法残留(別紙2(2) 、(3)参照)等入

管法違反に当たると思われる事案が認めら

れた場合には、出入国管理行政機関にその

旨情報提供すること。

(2 ) 上記のほか、業務遂行に当たって、資格

外活動、不法残留等入管法違反に当たると

思われる事案を承知した場合には、本来の

行政目的に十分留意しつつ、事業主等関係

者に対する注意喚起、指導等を行うほか、

必要に応じ、出入国管理行政機関に情報提

供するなど適切な対処に努めること。

(3) 上記 (1 )及び( 2 )に言う出入国管理行政

機関への情報提供は、職業安定機関でとり

まとめの上行うものとすること。

2 関係団体への周知、協力要請等

(1 ) 外国人の不法就労等を防止する観点、から

事業主や事業主団体等関係団体に対し、各

種の説明会、懇談会、集団指導等の場を通

じ、我が国の外国人労働力政策及び外国人

の就労に係る出入国管理制度上の取扱い、

労働関係法令の外国人への適用関係につい

て周知すること、さらに、必要に応じ、資

格外活動等入管法違反に当たる外国人の雇

入れ文はこれに係る需給調整等を行わない
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ょう協力を要請すること。
(2 ) 外国人の就労に係る取扱い等について照
会を受けた場合には、可能な範囲内で必要

な情報提供に努めるほか、出入国管理行政
機関を紹介するなど適切な対応に努めるこ
と。

3 定着居住者等への配慮等

外国人の就労に関する業務の遂行に当たっ
ては、外国人の人権尊重に十分配慮すべきで

あること。また、適法な来日外国人の就労に
ついて、その権利を不当に侵害するような結
果をもたらすことのないよう、十分留意する

こと。
さらに、職業安定機関は、職業紹介、職業

指導等については、職業安定法第3条に基づき、

国籍を理由としてその取扱いを差別してはな

らないことは言うまでもない。特に、定着居
住者及び日本人の配偶者等(別紙3( 1 )に示す

者)については、日本国内での適法な活動・

就業に制限はないので、逆にこれらの者に対

する職業分野での差別の問題を招来すること

のないよう十分配慮すること。

1 ［部内限】平成元年 10月31日基監発第41号;

i( 都道府県労働基準局長殿宛て労働省労働;
i 基準局監督課長通達) I

入管法上不法就労である外国人労働

者の入管当局への情報提供について

外国人の不法就労等に係る対応については、
昭和63年1月26日付け基発第50号及び基監発第4

号において通達、指示しているところであるが、
本通達の運用に関連して、最近、労働基準監督
機関に対する申告・相談に係る出入国管理行政

機関への情報提供について一部において疑義が
生じている面があることから、外国人労働者相

談コーナーが設置されたことに伴い、これを明

確にするため、本省においては、報道機関等へ
の対応について別紙の方針で対応することとし
たので、貴職におかれでも、業務の運営、報道

機関等からの問い合わせに対してこれを踏まえ

て対応されたい。

別紙
間入管法上不法就労である外国人労働者が労
働基準監督機関に対し申告、相談を行った場

合、入管当局に対する通報を行うのか。

答1 労働基準法等労働基準関係法令は外国人

労働者に対しでも適用されるものであり、
申告、相談を通じて外国人労働者について
賃金不払、最低賃金違反等法違反の事実を
承知した場合には、労働基準監督機関とし

て当然その是正に努めることとなる。
2 ところで、申告等に対応する過程におい

て、申告等に係る外国人労働者が不法就労

者であることが判明することがあり得るが

労働基準監督機関としては、まず、法違反
の是正を図ることにより本人の労働基準関

係法令上の権利の救済に努めることとし、

原則として入管当局に対し通報は行わない

こととしている。
今回、都道府県労働基準局に設置するこ

ととしているI外国人労働者棺談コーナーl

における取扱いも同様である。
3 なお、不法就労者を放置することが労働

基準行政としても問題がある場合、すなわ

ち、①不法就労者に関し重大悪質な労働基

準関係法令違反が認められた場合、②不法
就労者に関し労働基準関係法令違反が認め
られ、司法処分又は使用停止等命令を行っ

た場合:③多数の不法就労者が雇用されて
いる事業場があり、当該不法就労者につい
て労働基準関係法令違反が行われるおそれ

がある場合等については、入管当局に対し
通報を行うこととしている。
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j平成2年6月1日基監発第20号 j
!( 都道府県労働基準局長殿宛て労働省労働j

j 基準局監督課長通達) I

当面の外国人労働者問題への対応について

外国人労働者問題への対応については、既に

平成 2年度の行政運営方針等において指示され

たところであるが‘先の第 116囲臨時国会で成立

した「出入国管理及び難民認定法の一部を改正

する法律J (平成元年法律第79号。その概要に

ついては別紙1-略ーを参照)が本日から施行

されるとともに、この改正に関連して法務省入

国管理局長から労働省労働基準局長に対し、別

紙2 略ーのとおり、不法就労の防止に関する

協力依頼があったところである。

ついては、従前からの指示と併せ、当面、下

記により、外国人労働者に関する出入国管理及

び難民認、定法上の取扱いについての周知等外国

人労働者問題に的確に対応することとされたい。

に対し‘上記と同様の説明・指導を行うこと。

2 関係行政機関との連携

外国人労働者問題への的確な対応を図るた

め、必要に応じ、出入国管理行政機関、職業

安定機関等の関係行政機関と情報の交換等の

連携に努めること。

また、職業安定機関においては、平成2年6

月1日から 30日までの問、別紙3 略ーにより

「平成2年度外国人労働者問題啓発キャンベー

ン月間Jを実施することとしているので、そ

の実施に関し要請があったときは、可能な限

り協力すること。

なお、不法就労に関する出入国管理行政機

関への情報提供については、現在法務省と鋭

意協議中であり、まとまり次第別途通知する

予定であるので、それまでの閣は従前どおり

の取扱いとすること。

言ロ4 Hマ

1 事業主等に対する周知等

事業主、事業主団体等に対し各種の説明会、

集団指導等を実施する際に、管内の実情も勘

案しつつ、外国人労働者についても不法就労

の場合を含め労働基準関係法令の適用がある

ことを周知・指導するとともに、併せて外国

人労働者に関する出入国管理及び難民認定法

上の取扱い、特に就労できる在留資格の範囲、

不法就労外国人を雇用した者等不法就労を助

長する者に対し罰則規定が設けられたこと等

につわて周知を図ること。

また、個別の事業主に対し臨検監督等を実

施した場合に、不法就労の疑いがある外国人

労働者を使用している事実を把握したとき等、

特に必要があると認めるときは、当該事業主
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:昭和52年8月24日基発第481号 ;

!( 都道府県労働基準局長宛て労働省労働基;

j準局長 ;

海外派遣者の特別加入に係る

保険給付の請求等の手続

海外派遣者の特別加入の取扱いについては、

昭和52年 3月30日付け労働省基発第21号、基発

第 192号により指示したところであるが、保険

給付等の受給者が海外において療養している場

合の手続等については下記によることとしたの

で、事務処理に遺憾なきを期されたい。

u

1 保険給付等の請求手続

(1 ) 請求書(申請書)の記載事項中、事業主の

証明を受けなければならないこととされて

いる事項については、派遣元の事業の事業

主の証明を受けなければならないこととす

るが、当該請求書には、 「負傷文は発病の

年月日J、 f災害の原因及び発生状況」及び

f休業の期間Jについての派遣先の事業主

の証明書を必ず添付すること。

なお「負傷又は発痛の年月日I及びf災害

の原因及び発生状、況Jについての前記証明

書は、最初の請求書に添付すれば足りるこ

と。

なお、前記証明書の様式は任意のもので

あって差し支えないこと。

(2 ) 療養補償給付たる療養の費用の請求に当

たっては、当該療養に要した費用の額を証

明することができる診療担当者(医師、そ

の他の診療、薬剤の支給を担当した者を言

う。)の明細書及び領収書を請求書に添付

させること。

(3 ) 請求書(申請書)及びこれに添付すべき書

類その他の資料が外国語で、記載されている

場合には、それらを日本語に翻訳したもの

を派遣元の事業の事業主から請求書と同時

に提出させること。

2 保険給付の支給手続

(1 ) 療養補償給付たる療養の費用については

所轄労働基準監督署において請求額に相当

する額を支払うこととなるが、当該診療内

容等については、事前に局に設けられてい

る医療審査委員会等において医学的審査を

行うこと。審査に当たっては、我が国文は

外国における医学常識にてらして妥当と認

められるかどうかによって判断することと

し、必ずしも現行の労災保険における取扱

いに準拠する必要はない。

なお、請求内容について疑義が生じた場

合には適宜本省へ照会すること。

(2 ) 療養補償給付たる療養の費用の額の支給

決定に当たっては、当該療養に要した費用

の額ば、支給決定日における外国為替換算

率(売レート)により換算した邦貨額による

こと。

なお、この場合において、当該外国為替

換算率についての金融機関の証明書を支給

決定決議書に添付すること。

(3 ) 保険給付に関する処分の通知は、原則と

して派遣元の事業の事業主を経由して、請

求人、申請人、受給権者文は受給権者であ

った者に行うものとすること。

ただし、年金給付に関しては、この限り

でない。

(4 )休業補償給付及び療養の費用の支払につ

いては、派遣元の事業の事業主が立替払い

をしている場合には、昭和43年3月9日付け

基発第 114号による受任者払いとすること

として差し支えないものであること。

外国送金については、支出官事務規定に

定めるところによるほか、昭和38年6月5日

付け基発第 640号により指示したところに

よること。
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不法就労外国人に対する災害補償の状況

昭和田年4月1日以降に発生した事故であって、労働基準監督署に対し労災保険の保険給付の請
求があった事案のうち、被災労働者が不法就労外国人であると思われるものについて、各年度
内の補償状況(総人数200人、うち62年度40人、 63年度71人、元年度89人)は次のとおりである。

1 被災労働者の国籍(人数)

国名
62

年度

63

年度

.7t

年度
計 国名

62

年度

63

年度

.7t

年度
計

バングラディシュ 8 27 22 57 iE1A i考 2
。

2

パキスタン 13 16 19 48 英国(香港) 。
。

中国 3 5 20 28 スリランカ
。

I

フイ リピン 8 6 3 17 ミャンマー
。

1

車章 国 2 6 7 15 イ ン ド 1 。ガ 一 ナ 2 2 5 シンガポール 。1

マレーシア
。

3 3 ニュージーランド 1

円え ト ナ ム 2 3 ナイジエリア 。
。

タイ 2 インドネシア 。
。

不 ;' i ル 1 l 2 フ フ ン ス
。

イフン 2 2 不 明 6 7

計 40 71 89 200

2 就労場所(人数)

都府県名
62

年度

63

年度

n

年度
計 都府県名

62

年度

63

年度

n

年度
計

東尽 19 36 49 104栃木
。

4 4

群馬 1 1 14 25山梨 4 4

神 奈 Iff 6 5 5 16愛知 2 2 4

千葉 2 10 4 16尽都
。

3 3

大阪 3 4 8 岐 阜
。。I奇 玉 4 3 7 長 野

。

茨城 4 2 6 和 歌 山
。

1

計 40 71 89 200
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3 就労事業場の種類(人数)

業種
62

年度

63

年度

lG

年度
計 業種

62

年度

63

年度

7G

年度

金属製品製造業

文は金属加王業
10 30 36 76

洋食器、刃物、

手工具文は一般

金物製造業

。。2 2

建 壬日又向 業 4 2 13 19

輸送用機械

器具製造業
2 6 8

貨物取扱事業 。2 2

印刷文は製本業 1 2

その他の製造業 3 2 3 8 と 畜 業 。2

化学工業 3 2 2 7 鋳 物 業 1 2

機械器具製造業 3 3 6 その他の窯業又は

土石製品製造業

。

食料品製造業 3 l 。5

め つ き 業 4 5 ピ ル メ ン

テナンス業

。

1
木材又は木製品

製造業
1 3

その他の各種事業 12 21 15 43

電気機械器具

製造業
3 計 40 71 89 200

4 補償状況(件数)

保険給付の種類
62

年度

63

年度

7G

年度
計

療養補償給付 39 70 70 179

休業補境給付 21 19 40 80

障害補慎給付 7 8 10 23

遺族補償給付
。

2 2

葬 唖耳1ミ 料
。

2 2

計 67 95 124 286
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を補っていくようにしていくこ

とが大切Jrまず駅の構造改善や

職場改善を」などの意見がびつ

しりと書かれ、今後の方向につ

いても、 「これだけでは時間が

足りない。共同行動を積み重ね

ていこう Jr次回も実施を Jr大阪

等各地でもシンポジウムを開催

してほしい j という声が寄せら

れた。

今回のシンポは、労災被災者

団体と障害者運動の団体がはじ

めて共同して企画され、 「お互

いを知り得たことはすばらしい

ことだ。今後もこの幹を切るこ

ADAに学ふ、シンポジウム
東京81変災者全国連が障害者団体と共催

労働問題協議会の四団体。

昨年ブッシュ大統領が署名し

て成立した A D Aは、雇用にお

ける一切の障害者差別を禁じる

ことを含め、障害のゆえに差別

されてはならないことを明らか

にし、画期的な法律と言われて

いる(安全センター情報90年10

月号参照) 。

シンポでは、このADAが成

立するに至るアメリカの障害者

運動を、 DP1 (障害者インタ

ーナショナル)日本会議の斉藤

明子さんが紹介し、また、アメ

リカ労災保障システムの実情を

害を持った人たち、労災職業病

被災者など 130人が参加、活発

な意見が出された。

冒頭、堀参議院議員は rAD
A法には、アメリカ人のための

ナショナリズムが強くあること

を押えておく必要がある。しか

し、この法律が草の根の運動め

場としてあることは日本でも学

ぶべきだ」とあいさつ。会場か

らも、労災脊損会・新田氏、視

労協・宮氏、障害連・三沢氏、

全国公的介護保障要求者組合・

益留氏、全障連・楠氏らが「障

害を持つ入も持たない人も共に

-
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一
を主として、 V 項DTの導入され

て をい 主る職 し場での労 。働者、約2 山000

人を対象にしてアンケート方式

は、高知県下における VD 生T(

U )労働に携わる労働者の健康

調査を岡山大学衛生学教室・甲

している。

計画では、今年3～5月までの

VDT( U)健康調査を準備
高知.5年ぶり 2回目の調査

となく共同行動を作り上げてい

こう」を確認しあっている。 A

DAシンポジウムを開催した意

義は大きい。これを交流・共同

行動の第一歩として、パワーあ

ふれる人権運動のうねりを作り

出すことが期待される。 園

(鈴木 明)

増えるじん肺の労災相談
大阪争トンネルじん肺裁判提訴ヘ

関西労働者安全センターにつ

でをたどって労災補償の相談に

訪れるじん肺被災者が、ここ数

年増加傾向にある。職種は、炭

鉱、す、い道工事に始まって、建

設、研磨工、溶接工、ルツボ形

成工、など多岐にわたっている。

これらの人々はほとんどの場

合、その後診察を受けて、さら

に職歴などを確定させた後に管

理区分決定の申請を行い、結局

じん肺管理区分 2または 3に合

併症、あるいは管理区分 4の決

定を受け、労災補償給付を受給

することになる。しかし、症状

が現れてからセンターに相談に

訪れるまでの経過を聞いてみる

と、一人一人様々な「挫折jを味

わっていることがわかる。その

原因は、事業所であったり、労

基署や市役所で、あったり、ある

いは医者や病院で・あったりする。

例えばAさんは、昭和36年よ

り大阪の港湾荷役会社に勤め、

船内の作業に従事していたが、

昭和60年に結核にかかり、胸部

疾患の専門病院に入院した。主

治医は、レントゲン写真と、大

阪で働き出す一年前まではトン

ネル工事に従事していたという

職歴からじん肺症と診断し、管

理区分申請のための診断書を作

成し、 Aさんに護した。ところ

が、 Aさんから診断書を受け取

った会社は、 fうちの会社でじ

ん肺なんてとんでもない」と病

院あてに送り返してしまった。

それを受け取った主治医は、

「困ったことになった jと結局は

病名を変更し、健康保険での治

療を継続することになった。そ

の後も Aさんは気胸を発症した

りして 3回ほど健康保険による

休業治療を繰り返している。

そういう状態で、いて、 63年に

加入している全港湾労組が行つ

た一斉じん肺健診で・やっと「管

理区分 3の口、続発'性気管支炎 l

の決定を受け、労災補償の請求

までたどりついた。

トンネル工事に約 7年間従事

した後、自動車工場に塗装工と

して勤めていた Bさんは、会社

で、の健診で、いつも胸部について

は要精検と診断され、ついに50

DTV
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才健診では医師からじん姉であ

ることを知らされた。その後、

咳き込みがひどく、とても仕事

ができるような状態ではなくな

ってきたが、どうしたらよいも

のか誰も教えてはくれず、困っ

ていたところ、すでにじん肺で

療養中で、あったかつての同僚に

出会い、松浦診療所を紹介され

た。

最終の粉じん作業である昭和

39年のトンネル工事に従事して

いたことの証明のため、居所の

わかる当時の同僚2人を訪ねた

ところ、その2人もじん肺の症状

に苦しんでいた。そして、結局

3人そろっての管理区分申請と

いうことになったのである。

その2人のうち Cさんの場合

は、病院を転々とし、ある医院

では、撮影したレントゲン写真

を見て「これで仕事をしていて

はいかんJ と言い、ご丁寧にも

直接勤めていた会社に「仕事を

させるな J と電話までしてくれ

たという。トンネル工事のこと

を話しても、どうすれば安心し

て療養に専念できるのかという

ことについで何も教えてはくれ

なかった。

その後、じん肺患者同盟の支

部の世話で、じん肺に詳しい医

師に何とか受診し;診断書作成

の段階にまではたどりついたが、

最終のトンネル工事に従事した

証明をとる段階で壁にぶちあた

った。その大手建設会社の現場

まで、行ったものの相手にはして

くれず、結局あきらめてしまっ

ていた。

大阪では、こうしたトンネル

工事に従事してじん肺に被災し

た労働者の民事損害賠償請求の

裁判提訴を準備している。すで

に、大規模な集団訴訟として起

こされている四国や北海道のト

ンネルじん肺訴訟と同じく、各

地のトンネル工事を渡り歩くこ

とから原告一人につき被告が平

均 3社程度になるという問題、

他の事業所での粉じん作業をど

う扱うかという問題、そして時

効関係などいくつかの間題があ

るが、すでに他の裁判でも出尽

くしている問題でもあり、近々

の提訴に持っていきたいと考え

ている。

鉱山やトンネル工事から離れ、

大阪に職を求め生活しながら、

人知れず挫折を味わっていると

いうような労働者の掘り起こし

につながる運動にしていきたい

と考えている。 国

(関西労働者安全センター)

いま、女があふ、ないf
東京争女性の働きすぎを考える集会

動臨ー富士問問泌泌総詮缶詰j
総裁瀧輯購輯輯轟轟轟鱗鶴輯鶴一

畿議翠聾簿鰻議議麓轟轟轟藤議譲総務誇号待討究対照?

翠盤轟轟畿麟轟輔韓酔議欝龍一、 ヘソ

豊富量 t轟轟轟轟麟ー協議轟鐘灘鱒輔君I 三三
二J 繍機護霊感欝鱗麓覇藤務機議ぬ1m
甑欝韓議叡燃穏酔統語滋麟轍Z童書議遜議場環直酔蜘 綴ムる説立料縦続祭器委主務総

聾輯醐樹札

2月4日、東京でfいま、女が

あぶない!一富士銀行女性行員

過労死事件をきっかけに、女性

の働きすぎを考える J集まりが

持たれ、会場からあふれる 170

人が参加した。

富士銀行兜町支屈に勤務して

いた岩田栄さんは、過労から重

度の気管支噌息発作を起こし、

89年6月に 23歳という若さでな

くなった。

膨大で、し

かもミスは絶

対に許されず

緊張を強いら

れる業務。そ

れに比してあ

まりに少ない

正規行員の数。

残業も、ほと

A州議機織んど夕食も休

………… 憩もとれない

まま9時、 10時すぎまで行われて

いながら、労基法違反の事実を

隠蔽するため、 「勤務時間管理

表J には法律の範囲内でしか記

入を許さず、上司がチェックし

ていたという。栄さんの勤務時

間管理表は、最も忙しい月末に

定時で、帰ったと記入されていた

り、いったん記入した退社時刻

を書き直させられた跡がある。

昨年7丹、栄さんの両親は、
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富士銀行を相手どって損害賠償

を求める裁判を提訴した。すで

に 3凶の弁論が行われ、富土銀

行は裁判所からも労働の実態を

明らかにするよう指示されてい

る。集会では、黒岩容子弁護士

からこの事件の経過が報告され、

栄さんの父親、岩田大賢さんが

「同じような悲劇を二度と繰り

返さないように」という強い思

いを訴えた。

「これを受けて女性労働評論家

の柴山恵美子さんが『いま女性

が増えている。無月経など母性

機能の破壊も進み、妊娠・出産

異常は 6割を超える、とショッ

キングなデータを紹介。技術革

新は女性の労働を楽にしただろ

うか、と疑問を投げかけた。

『女性の働きすぎと健康』に

ついて、産婦人科医の立場から

発言したのは丸本百合子さん。

丈夫な子供を生むときだけのも

のとしてとらわれやすい言葉一

『母性保障』は、『女性の健康

保障』という言葉に言い換える

の働き方を問う』と題して講演。べきだ、と主張。健康保揮を言

労働現場では 8割の人が健康に い続けなければ、女性が『働く

心配があり、慢性疲労も3分の2 女』と『産む女』に分解されて

強が訴えており、 70年代にはな いくようで怖い、と指摘した。

かった神経系の病気、ストレス (2月7日付毎日新聞家庭欄 )J 圃

先生も少し興奮ぎみに、しかし

極めて本質的な発言をした。

「仕組み、仕組みと言うが !j

有引力の法則が発見される前か

ら、‘りんごは落ちていたし、西

洋医学でさかんに使われてきた

アスピリンだって、その効用の

仕組みがわかったのはつい最近

じゃないですか。そして個々の

患者さんの痛みに、訴えに応え

ることこそが、医療の根本です。

それをともするとおろそかにし

て、『没個』になってしまった

のが西洋医学の反省点です。そ

の反省から、患者さん個人個人

の自然治ゆ力を高めていく東洋

医学の意義は、『個の医学』と

してますます重要と言えるので

患者の訴えに応えることが基本
神奈川@七沢リハビリ銭灸裁判で丹沢証人

さる1月17日、七沢針灸裁判第

31回目の口頭弁論が行われた。

原告側の証人、丹沢章八医師の

主尋問と反対尋問で‘あった。

丹沢先生は現在東海大学教授

で、全日本舗灸学会前会長を務

めた、西洋医学にも誠灸にも造

詣の深い方で、ある。したがって

主尋問では、先生の誠灸の研究

・臨床経験をまじえながら、鋪

灸が何千年という歴史を受け継

ぐとともに、さらに 1970年代以

降は西洋医学によっても、その

治療メカニズムが解明されてき

たことを説明した。

反対尋問で、国側弁護人は

I誠灸には『派』があって、『ツ

ボ』の位置にしても定説がない J'

「患者の自覚症状の軽減はでき

でも客観的に治っていくのかど

うか定かではない J r治る仕組

みもはっきりしていない J など

のことを証人に認めさせようと、

いつものようににこにこしなが

ら証人に問いかける。

しかし丹沢先生は冷静かっ的

確な証言を続け、国側弁護人は

かなり苦しい展開。挙げ句の果

てには、 「個々の患者の痛みに

いちいち対応していてはきりが

ないではないか」といったよう

なことまで言う。さすがに丹沢

す。 J

また裁判官は、どのくらいの

期間で誠灸の効果が現れるのか、

効かないか効くかはどのくらい

施術してみてわかるのか等、質

問した。丹沢先生は、個人個人

で随分違うので非常に答えにく

そうだったが、統計上と断った

上で、 2、30困で効果の現れるの

が平均的でJ年以上治療をして

いる人もたくさんいることを述

ベた。

裁判後の集会で松橋さん。

「今日は世界的に大変な日に、

とうとう戦争が始まってしまっ

たこんな日に皆さん集まってい

ただいて本当にありがとうござ

いました。丹沢先生がおっしゃ

っていた、『自然と人間が融和

してゆく。本当の医療はそうい

うものだ。』というのを聴いて、

拍手したい気持ちで、した。 j
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次回の日程は5月7日、原告側

証人で、産業医学の権威である

青山英康岡山大学教授が法廷に

立つ。そのあといよいよ本人尋

聞に入る。より一層の傍聴、支

基発第629号通達「振動障害に

係る保険給付の適正化について J

が一部改正(基発第664号前号
参照)されたことに伴い、北海

道森林労連・全山労道本部は、

全山労の認定者と家族を対象に

振動病学習討論集会を実施しま

した。

集会は、全道を 25ブロックに

分け全山労道本部役員がそれぞ

れ対応しましたが、今後の取り

組みに当たってはとりわけ主治

医(医療機関)の役割が極めて重

要であることから、北海道医療

生活協同組合・札幌緑愛病院か

らも全箇所に担当者を派遣し、

医療機関としての対処方針や患

者本人の取り組みについて問題

提起をしました。

今回のf改正」は629号通達以

来、主治医の意見を無視した労

働省の一方的な「症状固定・打

ち切り」攻撃に対して、全山労

・森林労連・労住医連・全国安

全センター・社会党等が連携を

密にして取り組んだ結果であり、

今後もこれらの組織と医療機関

ならびに患者本人との連帯した

取り組みが重要であることにつ

援をセンターとしても取り組ん

でいきたい。くわしくは直前に

お知らせしますのでよろしく。

(神奈川労災職業病センター

川本浩之)

いてまず認識を統一しました。

また、主治医の意見尊重(面

談)や経過観察期間など私たち

が主張してきた点での成果はあ

りますが、基本となるべき 585号
通達の見直しという宿題は残っ

ており、引き続き抜本的解決に

向け全力をあげることを確認し、

松尾事務局のある日向市は、

宮埼県北にある。宮崎市まで車

で1時間4、50分。 JRの各停も

あまり変わらない。本数の少な

い特急で、も 1時間はかかる。宮

崎東京間の飛行時間を上回るか

らだろう、今でも「陸の孤島」

と日明気味に言われる。

もっとも、個人的には「陸の

孤島 J大いに結帯。住みやすけ

ればそれで良い。日本全国あり

あらゆる地方自治体が企業誘致、

企業誘致とお題目を唱えている

中では、逆が真のこともあろう。

だがそんな町で労災職業病問

664号通達に係る当面の対処方

針について大綱、次のように意

志統一しました。

① 664号通達・事務連絡第四号

について、北海道森林労連と

北海道労働基準局との協議内

容に基づいて、各監督署と全

山労支部の間で意志藤通を図

る。

② 振動病患者を治療している

道内約200の主治医に対し、新

通達及び北海道森林労連と北

海道労働基準局との協議内容

につい、て理解と協力を求める。

③患者は真面目な療養生活に

努め、かつ全山労との連絡を

密にし、組識的な対応をする。

(北海道医療生協札幌緑愛病院

常務理事栗林賢一)

題にいささかなりとも手を染め

ていると、 「陸の孤島」の弊害

は絶望的に深刻だ。山林では労

働者に書類上立木を買い取らせ

て伐採させ、また買い戻す労働

契約が横行、これで振動病に』罷

患しても事業主は存在しない。

農家では行政も実態を掴めない

出稼ぎ労働。地元企業に勤めれ

ば、誘致政策にうまく便乗して

進出してくる中小企業の劣悪な

労働環境そして最低賃金ぎりぎ

りの給与、そして身分不安定な

パート契約。組織された労働者

はごく一部で、民間であればか

振動病新通達で学習会
北海道争全道25ブロックで実施

労災問題“陸の弧島"
宮崎@安全センター設立めざして
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なり労働条件の良い本雇いが主、

あとは公務員の組合。

ブロイラー工場の肉さばきで

肩の痛み、手のしびれに耐えき

れず退職 Lても、自動車部品工

場などで頚腕、腰痛を訴え、私

病休暇を余儀なくされていても、

訴えていくにも組合は無く、あ

っても問題意識がさらさら無い。

まあどうにか頼りになる地区労

でも、組織的に取り組むにはま

だまだ。労災職業病の問題を、

現実的な課題としなくて良い割

に恵まれた労働者がほとんどな

のだから、ピンとこないのもう

なずける。過労死問題と言えど

も、まだ他人ごとみたいな雰囲

気だ。

とは言いつつも、できるとこ

ろから何とかしなければといっ

も思う。だが思うばかり、まっ

たく進まない。個別の労災問題

の相談に応じるので精一杯とい

う状態があいも変わらず続いて

いる。

全国センターや各地地域セン

春が来る f広島
広島争事務局活動も軌道に

広島市南区稲荷町のピル五階

には、今日も中川事務局員の若

々しい声が響いている。

広島駅正面の広い通りをまっ

すぐ歩いて約10分のところに設

けられた広島労働安全衛生セン

タ一事務局の活動は、ようやく

軌道に乗ってきた。現在のとこ

ろ、火・木・土の週 3国事務所を

開けているが、竹原市から片道

1時間 10分位かけて通っている

専従事務局員中川千代子さんの

力によることが大きい。戸中川さ

んは、夫を職業ガンで亡くし、

労災認定をかち取った経験を持

ち、その経験に支えられ、被災

者からの電話相談を相手の立場

になって対応で、きる貴重な人だ。

なにしろ、会計・原稿集め・事務

局会議の召集・会計事務等何で

もこなす現在の広島労働安全衛

生センターの要ともいうべき人

物なのだ。この中川さんの女性

パワーに負けじと、鷲見事務局

長他男性事務局員もがんばって

いる。

週一回の事務局会議で、相談

についての取り組みの方針や会

報の内容などを決めている。労

働災害も産業構造を反映し、相

談内容も下請、未組織、一人親

方など々難しいテーマを与えら

れることが多く、その都度、事

務局員が頭を抱えて勉強してい

る現在だ。

最後に御礼と報告。広島労働

安全衛生センターでは、この春

にも判決が予定されている庄原

じん肺訴訟の一万人要請署名に

取り組んできましたが、全国各

ターの活動を見聞きするにつけ、

労災職業病問題の「陸の孤島」

のほうがより深刻だ。県北に限

らず県労働界全体そうであるが。

じかし自明していても始まら

ない。できることから一歩づっ。

振動病認定患者 548人で九州

第一位、土呂久、松尾に砥素中

毒患者も抱えながら、安全セン

ターを未だ育てられない労災問

題後進地の現状報告。 園

(1日松尾鉱山被害者の会

事務局 岩切 裕)

5階が広島センタ一事務所

地のセンターやじん肺患者同盟

などの御協力により、目標を大

幅に超え約 l万8千名の署名を広

島地方裁判所民事第二部に提出

することができた。

庄原市には、多数の重症じん

肺患者が存在している。この山

田さんのじん肺死業務外認定取

消訴訟は、労災切り捨ての行政

を裁くだけでなく、残された多

数のじん肺患者を救済する意味

も持っている。今後も御支援を

お願いしたい。

近くまでおいでのみなさん、

都合をつけて是非事務所にお立

ち寄りを! (藤田)
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｛データ｝保険給付に関する審査請求・訴訟状況

1 請求内容(種類)別審査請求状況
(単位:件)

資料出所:労働省労働基準局

種 別 昭58年度 59 60 61 62 63

業務上外 399 409 407 427 361 381

障害 623 626 678 597 530 504

その他 820 469 389 340 322 474

計 ,1842 ,1504 1,474 1,364 1,213 1,359

決定件数 1,538 1,364 1,470 1,361 ,1323 ,1321

半島!続長 158日 163日 165日 168日 167日 176日

2 請求内容(種類)別再審査請求状況
(単位:件)

資料出所:労働省労働基準局(労働保険審査会調べ)

注 1) 治ゆ認定・再発認定・労働者資格等

2) 1件あたりの平均所要日数は約2年5月である.

種別 昭58年度 59 60 61 62 63

業務上外 132 153 133 125 151 144

障害 84 78 89 94 82 64

その他1) 92 118 107 152 113 136

計 308 349 329 371 346 344

裁決件数 293 314 252 319 280 357

3 労働災害に係る損害賠償訴訟一審継続件数

! 脳・心臓疾患の労災認定問題資料集 i
i 安全センタ 情報増刊号1991年2月25日発行/ 6 4頁500円 i
1 ［認定基準］新旧対照表(昭62年10月26日付基発第620号、昭36年2月13日付基発第116号) 1

［表マニュアル］脳血管疾患及び虚血性心疾患等の認定マニュアル(労働省の調査実施要領)

［裏マニュアル］裏マニュアル、労働省の記者発表、参議院社労委議事録(平成2年5月24日)

［認定事例一覧｝認定件数、認定事例要約一覧

1 ［審査会裁決文］家具製造会社工場長心筋拘束死事件労働保険審査会裁決(平成元年2月8日)
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全国労働安全衛生センタ一連絡会議
108東京都港区三田 3-1-3 M.KピJ~3階労住医連気付

TEL(03)5232-0182~FAX(03)5232-0183

TEL(011)883-0121/FAX(011)883-7261

TEL(03)3683-9765/FAX(03)3683-9766

TEL(0423)24-1024/FAX(0423)24-1024

TEL(045)573-4289/FAX(045)575-1948

TEL(025)228-2127/FAX(025) 222-3738

TEL(075)691-9981/FAX(075)672-6467

TEL(06) 538-0148/FAX(06) 541-2712

TEL(06) 488-3855/FAX(06) 488-8247

TEL(06) 488-3855/FAX(06) 488-8247

TEL(082)264-4110

TEL(0897)34-0207/FAX(0897)37-1467

北海道@北海道医産生活協同組合札幌緑愛病院職業病相談室
004札幌市豊平区北野1条1丁目 6-30

東京・東京東部労災職業病センタ
136江東区亀戸ト33-7

東京・三多摩労災職業病センター
185国分寺市南町2-6-7丸山会館2-5

神奈川@社団法人神奈川労災職業病センター

230横浜市鶴見区豊岡町20-9サンヨーホ。豊岡505
新潟・財団法人新潟県安全衛生センター

951新潟市古町通4番町643古町ツインタワーハイツ2F
京都@労災福祉センター

601 京都市南区西九条島町3
大阪・関西労働者安全センター

550大阪市西区新町2-19-20西長堀ピJV4階
兵庫・尼崎労働者安全衛生センター

660尼崎市長淵本通1-16-7阪神医療生協気付
兵庫・関西労災職業病研究会

660尼崎市長洲本通1-16-7医療生協長淵支部
広 島・広島県労働安全衛生センター

732広島市南区稲荷町5-4前田ピル

愛媛・愛媛労災職業病対策会議
792新居浜市新田町1-9-9医療生協気付

高知・財団法人高知県労働安全衛生センタ一

780高知市蔚野イワ井田1275-1
熊本・熊本県労働安全衛生センター

862熊本市九品寺1-17-9労働会館内
大分・社団法人大分県勤労者安全衛生センター

870大分市寿町1-3労働福祉会館内
宮崎・旧松尾鉱山被害者の会

883 日向市財光寺283-211長江団地1-14
自治体・自治体労働安全衛生研究会

102千代田区六番町1自治労会館3階
(オブザーパー)

山 口・山口県安全センター

TEL (0888)45-3953/FAX(0888) 45-3928

TEL(096)364-6128/FAX(096)364-7243

TEL(0975)37-7991/FAX(0975)38-1669

TEL(0982)53-9400/FAX(0982)53-3404

TEL(03)3239-9470/FAX(03)3230-1386

754吉敷郡小郡町明治東小郡労働会館内 TEL(08397)2-3373


